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第 1 章 都市計画決定権者の氏名及び住所 
 

1.1 都市計画決定権者の名称 

沖縄県名護市 

 

1.2 代表者の氏名 

名護市長 渡具知 武豊 

 

1.3 主たる事業所の住所 

沖縄県名護市港 1 丁目 1 番 1 号 

 

 

 

※対象事業が市街地開発事業として都市計画法の規定により都市計画に定められる場合に

おける当該対象事業又は対象事業に係る施設が都市施設として同法の規定により都市計画

に定められる場合における当該都市施設に係る対象事業について、第 5 条から第 33 条まで

の規定により事業者が行うべき環境影響評価その他の手続は当該都市計画の決定又は変更

をする者が同法第 15 条第 1 項の市町村又は都市再生特別措置法第 51 条第 1 項の規定に基づ

き都市計画の決定若しくは変更をする市町村であるときは、次項及び第 43 条から第 46 条ま

で(第 44 条の 2 及び第 45 条の 2 を除く。)に定めるところにより、当該市町村が当該対象事

業に係る事業者に代わるものとして、当該対象事業又は対象事業に係る施設に関する都市計

画の決定又は変更をする手続と併せて行うことができるものとする。この場合において、前

項後段の規定を準用する。 

(「沖縄県環境影響評価条例(平成 12 年 12 月 27 日 沖縄県条例第 77 号、最終改正 平成

25 年 3 月 30 日 沖縄県条例第 15 号)第 42 条第 2 項」) 
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第 2 章 都市計画対象事業の目的及び内容 
 

2.1 都市計画対象事業(以下、「対象事業」とする。)の名称及び種類 

事業の名称：名護市新設廃棄物処理施設整備事業 

事業の種類：沖縄県環境影響評価条例(平成 12 年 12 月 27 日 沖縄県条例第 77 号、最終

改正 平成 25 年 3 月 30 日 沖縄県条例第 15 号)第 2 条第 2 項第 1 号の別

表に掲げる「廃棄物処理施設の設置又は変更の事業」であって、沖縄県環

境影響評価条例施行規則(平成 13 年 8 月 3 日 沖縄県規則第 87 号、最終改

正 平成 26 年 3 月 31 日 沖縄県規則第 9 号)別表第 1 の 13「(1)廃棄物の

処理及び清掃に関する法律(昭和 45 年法律第 137 号)第 8 条第 1項に規定す

るごみ処理施設の設置の事業(廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令

(昭和 46 年政令第 300 号)第 5 条第 1 項に規定する焼却施設にあっては、1

日当たりの処理能力が 50 トン以上であるものに限る。)」に該当。 

 

2.2 対象事業の目的 

名護市には、現在、ごみ処理施設として、燃やしていいごみの焼却処理を行う環境セン

ター、資源ごみの缶類・ビン類を処理するリサイクルセンター並びに容器包装プラスチッ

ク類を処理する容器包装リサイクル処理施設、燃えないごみや焼却灰を埋立処分する最終

処分場が整備されている。しかし、現環境センターは、昭和 52 年の竣工から約 40 年が経

過し、施設の老朽化が進んでいる。また、最終処分場の埋立残余容量は減少し、逼迫して

いる状況にある。 

上記の老朽化した廃棄物処理施設のうち、新たに一般廃棄物の焼却施設及びリサイクル

センターの整備を行うことが本事業の目的である。 

 

2.3 対象事業実施区域の位置 

対象事業実施区域の位置を図 2.3-1 に示す。 

対象事業実施区域は、名護市街地から本部町へ通じる国道 449 号及び国道 449 号(旧道)

沿線の名護市安和地内にあり、面積は約 3.2ha である。 
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図 2.3-1 対象事業実施区域の位置 
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2.4 対象事業の規模及び内容に関する事項 

2.4.1 対象事業の計画概要 

1)施設計画 

施設規模の概要を表 2.4.1-1、施設の計画平面図を図 2.4.1-1 に示す。 

敷地面積は約 3.2ha であり、焼却施設及びリサイクルセンターの設置に要する面積を十

分に確保している。 

 

表 2.4.1-1 施設規模の概要 

項  目 概   要 

施設の規模 

敷地面積 約 3.2ha 

・焼却施設(ストーカ式焼却炉) 約 56t/日 

・リサイクルセンター 約 10t/日 

・管理棟 

・付帯施設 計量棟、草木貯留ヤード、車庫棟、 

洗車棟、小動物焼却炉、構内道路、駐車場等 

 

(1)施設配置 

計画地盤高(FH)は 12.0m であり、焼却施設を敷地西側に設置し、煙突の配置を敷地北側

の奥部に配置することで国道から見た景観に配慮した計画としている。また、施設への進

入及び退出時の安全性、車両増加に伴う国道 449 号(旧道)への影響を考慮し、施設入口を

敷地西側、施設出口を敷地南側に別々に設置している。 

 

(2)焼却施設 

焼却施設の各階平面図を図 2.4.1-2(1)～(7)に示す。 

焼却施設は地下 1 階、地上 5 階であり、計画地盤からの建物高は約 23ｍ、煙突高は 40

ｍである。 

 

(3)リサイクルセンター 

リサイクルセンターの各階平面図を図 2.4.1-3(1)～(5)に示す。 

リサイクルセンターは地上 4 階であり、計画地盤からの建物高は約 19ｍである。 

 

(4)管理棟 

管理棟は別棟とし、敷地周回道路を通ることなく管理棟へアクセスできる動線計画とし

ている。 

 

(5)付帯施設 

付帯施設としては、計量棟、草木貯留ヤード、車庫棟、洗車棟、小動物焼却炉、構内道

路、駐車場等を計画している。 
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区分 面積(㎡) 割合(%)

新焼却施設 2,332 7.3

新リサイクルセンター 2,745 8.6

管理棟 300 0.9

緑地面積 5,700 17.8

車庫棟 896 2.8

洗車棟 81 0.3

計量棟 63 0.2

路面等 10,083 31.5

空地 9,800 30.6

全体面積 32,000 100.0  

図 2.4.1-1 施設の計画平面図 
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図 2.4.1-2(1) 新焼却施設平面図(B1F) 

 

 

図 2.4.1-2(2) 新焼却施設平面図(1FL) 
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図 2.4.1-2(3) 新焼却施設平面図(2FL) 

 

 

図 2.4.1-2(4) 新焼却施設平面図(3FL) 
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図 2.4.1-2(5) 新焼却施設平面図(4FL)  

 

 

図 2.4.1-2(6) 新焼却施設平面図(5FL) 
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図 2.4.1-2(7) 新焼却施設平面図(RFL) 
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図 2.4.1-3(1) 新リサイクルセンター平面図(1FL) 

 

 

図 2.4.1-3(2) 新リサイクルセンター平面図(2FL) 
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図 2.4.1-3(3) 新リサイクルセンター平面図(3FL) 

 

図 2.4.1-3(4) 新リサイクルセンター平面図(4FL) 
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図 2.4.1-3(5) 新リサイクルセンター平面図(RFL) 
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2)水道計画 

上水は敷地南側の国道 449 号(旧道)沿いの水道管から分水する計画である。 

 

3)雨水排水計画 

施設の屋根に降った雨水は、貯留した後にろ過処理を行い、施設内での利用や植栽への

散水に利用するなど積極的に活用する計画である。 

また、敷地内及び敷地周辺に降った雨水は、雨水排水溝にて回収後、敷地南側国道 449

号に整備されている既設排水施設から海域へ放流する計画である。 

雨水排水計画を図 2.4.1-4 に示す。 

 

4)排水計画 

計画施設において発生するプラント排水は、クローズド方式で処理する計画である。 

生活排水については、合併浄化槽で処理後、雨水排水と同様、敷地南側国道 449 号に整

備されている既設排水施設から海域へ放流する計画である。 

 

備考：クローズド方式とは、排水を完全に浄化し、施設内で循環使用する方式となっており、排水等 

を外部に出さないで再利用するシステムのことをいう。 
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2.4.2 施設規模等の設定 

1)計画ごみ質の設定 

(1)ごみ質の実績 

名護市では、平成 21 年 2 月からごみの 16 種分別及びごみ有料化を導入している。また、

既存焼却施設では、試験的にその他プラスチック・ビニールの焼却処理を実施している。 

このことから、計画ごみ質を設定するにあたって採用するごみ質分析結果の実績は、平

成 21 年度以降のその他プラスチック・ビニールの焼却処理を実施していない月に試料採取

したものとする。 

ごみ質分析結果を表 2.4.2-1 に示す。 

 

※ごみ質とは、ごみの物理的あるいは化学的性質の総称であり、通常、三成分(可燃分、灰分、水分)、

単位体積重量(見かけ比重)、物理組成(種類別組成)、化学組成(元素組成)及び低位発熱量等でその性

質を表示する。 

 

表 2.4.2-1 ごみ質分析結果 

紙、布類
合成樹脂
皮革類

プラス
チック類

木、草類
ちゅう
芥類

不燃物類 その他 可燃分 水分 灰分 kcal/kg kJ/kg

No.1 6/1 63.9 2.9 11.5 1.5 20.2 0.0 0.0 45.3 45.5 9.2 510 1,765 7,381

No.2 10/5 66.6 2.7 6.8 11.7 11.3 0.9 0.0 55.6 35.4 9.0 480 2,290 9,577

No.3 2/22 53.4 0.9 7.4 5.9 30.0 2.4 0.0 39.4 52.3 8.3 550 1,459 6,101

No.4 5/17 64.2 0.0 10.8 4.6 18.3 2.1 0.0 43.1 49.1 7.8 530 1,645 6,879

No.5 8/9 67.2 3.8 7.4 9.5 11.6 0.5 0.0 41.1 51.7 7.2 720 1,539 6,436

No.6
H23
年度

6/27 46.5 0.0 6.1 24.7 20.8 1.9 0.0 44.6 47.5 7.9 575 1,935 8,092

No.7
H24
年度

7/2 45.9 1.0 3.1 5.3 42.0 2.7 0.0 52.0 40.6 7.4 520 2,205 9,221

No.8 6/21 52.8 3.0 14.6 4.9 24.7 0.0 0.0 41.1 50.7 8.2 492 2,056 8,598

No.9 12/6 43.8 3.3 10.8 8.3 31.5 2.3 0.0 55.2 36.2 8.6 318 3,166 13,240

No.10 11/9 48.2 2.5 11.6 9.1 28.6 0.0 0.0 57.3 34.3 8.4 450 2,779 11,622

No.11 2/16 52.1 2.6 12.2 7.0 25.0 1.1 0.0 49.5 40.9 9.6 325 2,409 10,074

55.0 2.1 9.3 8.4 24.0 1.3 0.0 47.7 44.0 8.3 497 2,113 8,838

67.2 3.8 14.6 24.7 42.0 2.7 0.0 57.3 52.3 9.6 720 3,166 13,240

43.8 0.0 3.1 1.0 11.3 0.0 0.0 39.4 34.3 7.2 318 1,459 6,101

8.5 1.3 3.2 5.8 8.6 1.0 0.0 6.2 6.5 0.7 106 506 2,114

単位体積
重量

(kg/m
3
)

低位発熱量

採取年度

H21
年度

項 目

ごみ組成割合 三成分

平　　　均

最　　　大

最　　　小

標準偏差

H26
年度

H28
年度

H22
年度

 

 

(2)計画ごみ質の設定 

計画ごみ質は、ごみ質分析結果を基に設定する。 

 

(3)計画ごみ質(プラスチック考慮) 

新焼却施設においては、従来委託処理していたその他プラスチック・ビニール、ゴム製

品、散乱ごみ及び資源ごみの処理過程で発生する可燃残渣を新たに焼却処理する計画であ

る。この内、ゴム製品及び散乱ごみは微量であることから、計画ごみ質に影響しないもの

とし、その他プラスチック・ビニール及び可燃残渣分を考慮する。 

なお、可燃残渣の大半はプラスチック製容器包装の選別残渣であり、性状としてはプラ

スチックであることが想定されるため、計画ごみ質は、計画・設計要領におけるプラスチ

ックのごみ質を参考に、計画目標年度における処理量按分で算出する。 
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表 2.4.2-2 処理量内訳 

単位：t/年

項　目 処理量

プラスチック（新規処理） 1,339

上記以外（従来処理） 13,434

合　計 14,773
 

 

表 2.4.2-3 プラスチックごみ質 

28,908

可燃分（％） 81.98

水分（％） 15.98

灰分（％） 2.04

20

炭素（％） 63.02

水素（％） 8.47

窒素（％） 0.21

硫黄（％） 0.02

塩素（％） 3.67

酸素（％） 6.59

三
成
分

低位発熱量（kJ/kg）

単位体積重量（kg/m
3
）

元
素
組
成

（
可
燃
分

）

 

 

以上より、本計画の計画ごみ質は表 2.4.2-4 のとおりとなる。 

 

表 2.4.2-4 計画ごみ質 

低質ごみ 基準ごみ 高質ごみ

7,500 10,600 13,800

可燃分（％） 42.71 50.44 58.40

水分（％） 49.54 41.19 32.59

灰分（％） 7.75 8.37 9.01

613 454 295

炭素（％） 24.51 28.84 33.29

水素（％） 3.35 3.97 4.61

窒素（％） 0.66 0.79 0.92

硫黄（％） 0.03 0.03 0.04

塩素（％） 0.51 0.58 0.64

酸素（％） 13.65 16.23 18.90

元
素
組
成

（
可
燃
分

）

項　目

三
成
分

低位発熱量（kJ/kg）

単位体積重量（kg/m
3
）

 
      ※低質ごみは最も低い熱量を持つごみ質、基準ごみは平均的なごみ質、 

高質ごみは最も高い熱量を持つごみ質。 
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2)計画処理量の設定 

(1)計画目標年度 

施設建設を決定するための施設整備の目標年度は、稼働後 7 年を超えない範囲内で最も

ごみ量が多くなる年度とされている。施設稼働時期は平成 34 年度を予定しているが、稼働

後 7 年目までで処理対象ごみ量が最も多くなる年度を施設整備の目標年度とする。 

 

(2)計画処理区域 

計画処理区域は市全域とする。 

 

(3)計画収集人口 

計画収集人口は「名護市まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン総合戦略(平成 28 年 3

月 名護市企画調整課)」(以下、「人口ビジョン」という。)における人口の将来展望を参

考に設定した(表 2.4.2-5 参照)。なお、予測年度間は直線補完する。 

 

61,694
62,215

62,736
63,21663,52963,456

63,06362,491
62,043

61,342

60,231

50,000

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000

62,000

64,000

66,000

H22

(2010)

H27

(2015)

H32

(2020)

H37

(2025)

H42

(2030)

H47

(2035)

H52

(2040)

H57

(2045)

H62

(2050)

H67

(2055)

H72

(2060)

（
人

）

人口の将来展望

 

出典：人口ビジョン 

図 2.4.2-1 人口の将来展望 

 

表 2.4.2-5 計画収集人口 

項目/年度 実績 計画値 

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 

計画収集人口 61,970 61,988 62,006 62,024 62,043 62,133 62,223 62,313 62,403 62,491

 

項目/年度 実績 計画値 

H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 

計画収集人口 62,605 62,719 62,833 62,947 63,063 63,142 63,221 63,300 63,379 63,456

注：太字は、人口ビジョンにおける計画値。 
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(4)計画 1 人 1 日平均排出量 

計画 1 人 1 日平均排出量は、「名護市一般廃棄物処理基本計画(平成 29 年 3 月 名護市)」

における目標数値達成時の排出量及び計画収集人口より算出する。 

計画 1 人 1 日平均排出量を表 2.4.2-6 に示す。 

 

表 2.4.2-6 計画 1 人 1 日平均排出量 

単位：g/人・日

H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

62,223 62,313 62,403 62,491 62,605 62,719 62,833

燃やしていいごみ 203.2 202.8 203.6 203.8 204.0 203.6 204.4

燃えないごみ 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6

空きびん・ガラス類 13.2 13.1 13.0 12.9 12.8 12.6 12.6

空き缶 4.8 4.9 4.9 4.9 4.9 4.8 4.8

ペットボトル 6.1 6.0 6.0 5.9 5.9 5.8 5.8

古紙類 24.0 23.7 23.5 23.3 23.1 22.8 22.6

古着 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

プラスチック製容器包装 32.1 32.1 32.3 32.3 32.4 32.4 32.5

食用油 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

金属類 5.8 5.8 5.8 5.8 5.8 5.8 5.8

有害ごみ 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3

粗大ごみ（可燃） 2.9 2.9 2.9 2.9 2.9 2.9 2.9

粗大ごみ（不燃） 3.0 3.0 3.0 3.0 3.1 3.0 3.1

小計 300.3 299.4 300.2 300.0 300.0 299.0 299.7

燃やしていいごみ 396.4 395.9 397.7 398.1 398.7 398.0 399.6

燃えないごみ 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1

空きびん・ガラス類 21.8 21.9 22.1 22.1 22.2 22.1 22.1

空き缶 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ペットボトル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

プラスチック製容器包装 8.3 8.2 8.1 8.1 8.0 7.9 7.9

金属類 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

小計 427.6 427.2 429.1 429.4 430.0 429.2 430.8

家
庭
系

事
業
系

人口（人）

項目＼年度

 

 

(5)計画直接搬入量 

計画直接搬入量は、「名護市一般廃棄物処理基本計画」における目標数値達成時の排出

量とする。 

計画直接搬入量を表 2.4.2-7 に示す。 

 

表 2.4.2-7 計画直接搬入量 

単位：t/年

H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

燃やしていいごみ 418 407 395 387 377 370 360

散乱ごみ 11 11 11 11 11 11 11

草木 179 179 179 179 179 179 179

小計 608 597 585 577 567 560 550

直
接
搬
入

項目＼年度
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(6)計画目標年度及び日平均処理量 

以上より、新焼却施設及び新リサイクルセンターにおける計画年間処理量は表 2.4.2-8

～表 2.4.2-9、計画年間直接資源化量は表 2.4.2-10 に示すとおりとなる。 

なお、食用油は計画施設への搬入を予定していないため以降の検討項目から除外する。 

 

表 2.4.2-8 新焼却施設における計画年間処理量 

単位：t/年

項目＼年度 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

燃やしていいごみ 14,034 14,062 14,090 14,117 14,149 14,181 14,213

草木 179 179 179 179 179 179 179

粗大ごみ（可燃性） 66 66 67 67 67 67 67

散乱ごみ 11 11 11 11 11 11 11

処理後残渣（可燃性） 300 300 301 301 302 302 303

合計 14,590 14,618 14,648 14,675 14,708 14,740 14,773  

 

表 2.4.2-9 新リサイクルセンターにおける計画年間処理量 

単位：t/年

項目＼年度 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

燃えないごみ 62 62 62 62 63 63 63

粗大ごみ（不燃性） 69 69 69 69 70 70 70

小計 131 131 131 131 133 133 133

空き缶 110 111 111 111 111 111 111

空きびん・ガラス類 796 798 800 798 799 797 796

ペットボトル 138 137 136 135 134 133 132

プラスチック製容器包装 917 918 920 921 923 925 927  

 

表 2.4.2-10 計画年間直接資源化量 

単位：t/年

項目＼年度 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

古紙類 546 541 536 531 527 523 519

古着 34 34 34 34 34 34 34

金属類 131 132 132 132 133 133 133

有害ごみ 13 30 30 30 30 30 30  
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以上より、施設整備の計画目標年度及び日平均処理量は表 2.4.2-11 に示すとおりとな

る。 

 

表 2.4.2-11 計画目標年度及び日平均処理量 

単位：t/日

処理方法 計画目標年度 日平均処理量

焼却処理 H40 40.47

燃えないごみ 破砕・選別 H40 0.17

粗大ごみ（不燃性） 破砕・選別 H40 0.19

空き缶 選別 H40 0.30

空きびん・ガラス類 選別 H36 2.19

ペットボトル 選別 H34 0.38

プラスチック製容器包装 選別 H40 2.54

古紙類 保管 H34 1.50

古着 保管 H40 0.09

金属類 保管 H40 0.36

有害ごみ 保管 H40 0.08

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

焼却施設

項目

 

2-19



 

 

 

3)施設整備規模等の設定 

(1)施設規模 

ア.新焼却施設 

①実稼働率 

新焼却施設の実稼働日数は、年間停止日数を 69 日(日曜日：52 日、年末年始：5 日、年

2 回の補修点検期間 12 日)とし、年間実稼働日数を 296 日(＝365 日－69 日)として算定す

る。 

 

②調整稼働率 

新焼却施設の調整稼働率は、正常に運転される予定の日でも故障の修理ややむを得ない

一時休止等による処理能力の低下を考慮し、96％とする。 

 

③施設規模 

以上の条件より、施設規模を以下のとおりとする。 

施設規模＝計画年間日平均処理量÷実稼働率＝40.47t/日÷296/365÷0.96＝51.9 

≒52t/日 

その他、災害廃棄物を処理する場合の必要能力を約 4t/日とする。 

 

 

 

イ.新リサイクルセンター(ストックヤード含む) 

①実稼働率 

新リサイクルセンターの実稼働率は、年間停止日数を 127 日(土日：104 日、祝日：15

日、年末年始 5 日、施設補修日：3 日)とし、年間実稼働日数を 238 日(＝365 日－127 日)

として算定する。 

 

②計画月変動係数 

新リサイクルセンターの施設規模算定における計画月変動係数は、過去 5 年間(平成 24

～28 年度)における処理対象物別の月変動係数の内、各年度の最大値を平均した値を採用

する。 

処理対象物別の月変動係数を表 2.4.2-12 に示す。 

 

新焼却施設規模：約 56t/日(28t/16 時間×2 炉) 
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表 2.4.2-12 処理対象物別の月変動係数 

項目 計画月変動係数

燃えないごみ 1.35

粗大ごみ（不燃性） 1.40

空き缶 1.22

空きびん・ガラス類 1.11

ペットボトル 1.31

プラスチック製容器包装 1.12

古紙類 1.38

古着 1.65

金属類 1.38

有害ごみ 1.53  

 

③施設規模 

以上の条件より、施設規模を以下のとおりとする。 

 

リサイクルセンター規模 

燃 え な い ご み： 0.4t/5h 

粗 大 ご み (不 燃 性 )： 0.4t/5h 

空 き カ ン： 0.6t/5h 

空きびん・ガラス類： 3.7t/5h 

ペ ッ ト ボ ト ル： 0.8t/5h 

プラスチック製容器包装： 4.4t/5h  合計 10.3t/5h 

 

ストックヤード規模 

古 紙 類： 3.2t/5h 

古 着： 0.2t/5h 

金 属 類： 0.8t/5h 

有 害 ご み： 0.2t/5h  合計 4.4t/5h 

 

 

ウ.小動物焼却炉 

①実稼働率 

実稼働率については、1 回の焼却で犬 1 匹、猫であれば 3 匹の同時処理を想定し、年間 65

日程度を計画している。 

処理予定の動物は主に犬及び猫で、年間の処理数は 300 匹程度を想定している。 

 

②施設規模 

小動物焼却炉は、大型犬 1 匹が処理できるバッチ式の焼却炉（付属設備として保冷庫の設

置を予定）を計画している。 

 

※バッチ式焼却炉とは、廃棄物を投入して燃焼し、燃焼が終わって灰を出すまでの一連の処理を、投入

扉を開けずに行う方式であり、医療系廃棄物の処理に適している。
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(2)炉数 

新焼却施設は間欠運転式を計画しているが、当該運転方式における炉数は一般的に 1 炉

もしくは 2 炉で計画される。 

ただし、名護市の場合、焼却施設を 1 施設しか保有していないため(既存焼却施設は計

画施設供用開始を以って停止)、1 炉とした場合、補修点検期間等に外部処理委託の必要が

生じる可能性がある。 

以上より、焼却施設の炉数は 2 炉とする。 

 

(3)運転時間 

ア.新焼却施設 

新焼却施設は間欠運転式を計画しているが、当該運転方式における運転時間は勤務体制

上、一般的に 8 時間もしくは 16 時間で計画される。 

ただし、間欠運転式の場合、毎日炉の立上げ及び立下げの必要があり、当該時間は燃焼

が不安定となる。運転時間を 8 時間とした場合、運転時間の内、立上げ及び立下げに要す

る時間の占める割合が高くなり、安定燃焼の観点から好ましくない。 

以上より、焼却施設の運転時間は 1 日 16 時間とする。 

 

イ.新リサイクルセンター 

新リサイクルセンターの運転時間は、破砕機等から発生する騒音や振動が環境に及ぼす

影響を考慮して、一般的な 1 日 5 時間とする。 
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図 3.1.8-1 公共下水道の整備状況 

 

出典：「平成 28 年度(2016) 下水道のあらまし」(沖縄県土木建築部下水道課) 

出典：「本部町都市計画マスタープラン」(平成 23 年 3 月、本部町) 
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2)廃棄物処理施設等の整備及び利用状況 

廃棄物は、図 3.1.8-2 に示すように「家庭から発生する一般廃棄物」と「事業活動に伴っ

て発生する廃棄物」に分類される。 

「事業活動に伴って発生する廃棄物」はさらに、廃棄物の処理及び清掃に関する法律で定

められている 20 種類(廃プラスチック類、ゴムくず等)を「産業廃棄物」、産業廃棄物に該当

しない事業活動に伴って発生する廃棄物を「事業系一般廃棄物」として分類される。 

「一般廃棄物」と「事業系一般廃棄物」は、名護市及び本部町で処理されるが、「産業廃

棄物」は排出事業者責任原則に基づき、事業者自らの責任で処理することが義務づけられて

おり、収集・運搬は沖縄県知事が許可した運搬業者が行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.8-2 廃棄物の定義 

 

廃 棄

産業廃棄物 

事業活動に伴って

発生する廃棄物 
店舗、事務所、 

建設業など 

家庭から発生す

る廃棄物 

事業系 

一般廃棄物 

一般廃棄物 

事業活動に伴って発生す

る廃棄物のうち、産業廃

棄物に該当しないもの 

事業活動に伴って発生す

る廃棄物のうち、法令で

定められている 20 種類 
 

廃プラスチック類、ゴム

くず、コンクリートくず、

がれき類、木くずなど 
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(1)一般廃棄物 

名護市のごみ処理は、16 種分別が行われており、燃やしていいごみ、紙おむつ、粗大ご

み(木質系)は環境センターで焼却処理している。その他プラスチック・ビニール、ゴム製品

は他自治体へ処理を委託し、その他の資源ごみはリサイクルセンター、容器包装リサイクル

施設で処理し、資源化している。 

本部町のごみ処理は、10種分別が行われており、燃やすごみ等は環境美化センターで焼却

処理し、粗大ごみは粗大ごみ処理施設で処理し、その他の資源ごみは廃棄物再生利用施設で

処理し、資源化している。 

ごみ処理施設の位置を図3.1.8-3に示す。 

 

 

図 3.1.8-3 ごみ処理施設の位置 

 

出典：「名護市一般廃棄物処理施設整備基本計画書」(平成 25 年 5 月、名護市) 

出典：「廃棄物対策の概要」(平成 30 年 1 月、沖縄県環境部環境整備課) 
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名護市の環境センターでは、排ガス中のダイオキシン類を定期的に測定している。測定結

果を表3.1.8-2に示す。 

これによると、排ガス中のダイオキシン類は全て基準値を下回っている。 

 

表 3.1.8-2 名護市の環境センターにおける排ガス中のダイオキシン類測定結果 

○排ガス測定結果 

測定年月日 H23.6.30 H23.7.27 H23.9.8 H23.11.16 H24.1.12 H24.3.15 平均 基準値

ダスト濃度(g/ N) 0.003 0.005 0.009 0.012 0.01 0.001 0.01 0.15

硫黄酸化物( N/h) 0.11 0.092 0.059 0.43 0.23 0.055 0.163 56.86

窒素酸化物(volppm) 87 110 120 100 110 97 104 250

塩化水素(mg/ ) 22 19 11 19 74 36 30 700

測定年月日 H24.5.30 H24.7.4 H24.9.4 H24.11.29 H25.1.16 H25.3.13 平均 基準値

ダスト濃度(g/ N) 0.002 <0.001 0.002 0.004 0.004 <0.002 <0.003 0.15

硫黄酸化物( N/h) 0.025 0.012 0.071 0.048 0.18 0.090 0.071 47.14

窒素酸化物(volppm) 140 97 100 130 100 100 111 250

塩化水素(mg/ ) 7 2 5 10 84 32 23 700

測定年月日 H25.5.30 H25.7.10 H25.9.10 H25.11.7 H26.1.22 H26.3.13 平均 基準値

ダスト濃度(g/ N) 0.005 0.002 0.008 0.008 <0.001 <0.001 <0.006 0.15

硫黄酸化物( N/h) 0.097 0.048 0.099 0.13 0.11 0.14 0.104 52.08

窒素酸化物(volppm) 95 89 81 86 100 120 95 250

塩化水素(mg/ ) 13 13 32 23 38 30 25 700

測定年月日 H26.5.21 H26.7.29 H26.9.12 H26.11.7 H27.1.20 H27.3.11 平均 基準値

ダスト濃度(g/ N) 0.001 0.003 0.006 0.001 <0.001 <0.001 <0.002 0.15

硫黄酸化物( N/h) 0.090 0.014 0.16 0.068 0.17 0.030 0.089 50.54

窒素酸化物(volppm) 100 140 120 140 110 130 123 250

塩化水素(mg/ ) 15 3 28 13 9 17 14 700

測定年月日 H27.5.27 H27.9.1 H27.9.29 H27.11.25 H28.1.13 H28.3.8 平均 基準値

ダスト濃度(g/ N) <0.001 0.002 0.007 <0.001 <0.001 <0.001 0.002 0.15

硫黄酸化物( N/h) 0.45 0.21 0.11 0.12 0.29 0.43 0.268 55.37

窒素酸化物(volppm) 100 86 110 120 130 120 111 250

塩化水素(mg/ ) 18 14 29 29 47 58 33 700

測定年月日 H28.5.25 H28.7.21 H28.9.28 H28.11.17 H29.1.19 H29.3.16 平均 基準値

ダスト濃度(g/ N) <0.001 <0.001 0.001 0.006 <0.001 <0.001 0.004 0.15

硫黄酸化物( N/h) 0.22 0.23 0.15 0.22 0.30 0.37 0.248 55.37

窒素酸化物(volppm) 110 100 120 100 110 97 106 250

塩化水素(mg/ ) 23 45 10 26 32 16 25 700

平

成

28

年

度

平

成

23

年

度

平

成

24

年

度

平

成

25

年

度

平

成

26

年

度

平

成

27

年

度

 

○ダイオキシン類測定結果 

測定年月日 H24.11.29 H25.11.7 H26.11.7 H27.11.25 H28.11.17 平均 基準値

排ガス中の一酸化炭素濃度(ppm) 18 4 10 4 14 10 100

排ガス中のダイオキシン類濃度(ng-TEQ／ N) 0.43 0.47 0.60 0.28 0.47 0.45 5

焼却灰中のダイオキシン類測定(ng-TEQ／g) 0.0061 0.0040 0.0078 0.0029 0.0022 0.0046 3

ダスト固化物中のダイオキシン類測定(ng-TEQ／g) 0.19 0.25 0.35 0.18 0.29 0.25 3  

出典：名護市環境水道部環境対策課提供資料 
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(2)産業廃棄物 

産業廃棄物の処理については、排出事業者責任に基づき事業者自ら処理するか又は許可業

者に委託して処理されている。 

県内における産業廃棄物処理業者数(許可件数)を表 3.1.8-3 に示す。 

これによると、南部保健所、中部保健所管内に多く所在している。 

 

表 3.1.8-3 保健所別産業廃棄物処理業及び再生利用業(平成 28 年度末現在) 

普通 特管 中間処理 特管処理 最終処分

北　部 82 5 16 0 1 104 2 1 3

中　部 268 24 54 4(1) 5 355 0 0 0

南　部 456 80 64 3 2(1) 605 0 1 1

宮　古 47 7 14 1 1 70 0 1 1

八重山 45 5 9 0 1 60 0 0 0

那覇市 0 0 2 0 0 2 0 0 0

898 121 159 8(1) 10(1)

処分業

産業廃棄物処理業

再生
輸送業

計
再生

活用業

産業廃棄物再生利用業

3 5

　　業区分

保健所名

合計
1,019 177

1,196 2

計
収集運搬業

 
注)1.産業廃棄物処理業については、各業区分の許可件数を表す。 

注)2.特管処理の欄中( )内は特管処理のみ、最終処分の欄中( )内は最終処分のみの許可件数である。 

注)3.産業廃棄物再生利用業とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第 9 条第 2 号、又は第 10 

条の 3 第 2 号の規定に基づき、沖縄県知事の指定を受けたものをいう。 

注)4.那覇市については、那覇市長の許可を有する業者のみを表す。 

注)5.廃棄物処理施設のうち最終処分場数については、埋立終了届出が提出され廃止確認が行われていない 

施設は除いている。 

出典：「廃棄物対策の概要」(平成 30 年 1 月、沖縄県環境部環境整備課) 
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県内における産業廃棄物処理施設の設置状況を表 3.1.8-4 に示す。 

設置許可数 180 施設のうち、中間処理施設が 163 施設、最終処分場が 17 施設となってい

る。 

本部町においては、表 3.1.8-5 に示すように安定型最終処分場が 1 施設ある。 

名護市においては、表 3.1.8-6 に示すように焼却施設が 1 施設ある。 

 

表 3.1.8-4 産業廃棄物処理施設の設置状況(平成 28 年度末現在) 

事業者 処理業者 公共 計

汚泥の脱水施設 2 6 7 15 2,744m3/日

汚泥の乾燥施設（機械） 0 1 0 1 150t/日

汚泥の乾燥施設（天日） 0 0 0 0 0t/日

廃油の油水分離施設 0 2 0 2 114m3/日

焼却施設 0 9 0 9 3,483t/日

廃プラスチック類の破砕施設 0 18 0 18 1,676t/日

がれき類・木くずの破砕施設 0 116 1 117 44,206t/日

シアン化合物の分解施設 0 0 0 0 0m3/日

小　計 2 153 8 163

管理型 3 3(1) 1 7(1) 3,237,560m3

安定型 0 10(7) 0 10(7) 5,449,660m3

小　計 3 13(8) 1 17(8) 8,687,220

5 166 9 180

処理能力

最

終

処
分

場

合　　計

　　　　　　　　　　設置主体別施設数
施設の種類

設置施設数

中
間
処
理
施
設

 

注)1.がれき類・木くずの破砕施設の設置施設数は、みなし許可された施設の設置数を含む。 

注)2.廃プラスチック類とがれき類・木くずの両方を兼ねている施設については、各々に計上。 

注)3.最終処分場については、埋立終了届出が提出され廃止確認が行われていない施設を( )内に外数で示

している。 

出典：「廃棄物対策の概要」(平成 30 年 1 月、沖縄県環境部環境整備課) 

 

表 3.1.8-5 安定型最終処分場(平成 28 年度末現在) 

設置許可年月日 設置会社名 設置場所 
許可面積 

(m2) 

許可容量 

(m3) 

H3.4.6 本部生コン(株) 本部町字山里 195 他 20 筆 16,521 100,987 

出典：「廃棄物対策の概要」(平成 30 年 1 月、沖縄県環境部環境整備課) 

 

表 3.1.8-6 焼却施設(平成 28 年度末現在) 

許可年月日 設置会社名 設置場所 処理品目 処理能力 

H21.2.19 琉球セメント(株) 名護市字安和 1008 他 6 筆
汚泥、廃油、 

廃プラ、その他 

汚泥：250t/日 

廃油：89.1t/日 

廃プラ：341.16t/日 

出典：「廃棄物対策の概要」(平成 30 年 1 月、沖縄県環境部環境整備課) 
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3.2 自然的状況 

3.2.1 大気環境 

1)気象 

対象事業実施区域に近い地域気象観測所(アメダス観測所)は、対象事業実施区域の東約

5km の位置にある名護特別地域気象観測所(所在地：名護市宮里 452-3)である(図 3.2.1-1

参照)。名護気象観測所における気象観測結果を以下に述べる(表 3.2.1-1 参照)。 

 

(1)気温 

平年値における月別平均気温は、16.3℃から 28.8℃であり、7 月に最も高く、1 月に最

も低い。日最高気温は 1月及び 2月を除いて 20℃を上回り、日最低気温は年間を通して 10℃

を上回っている。 

 

(2)風速・風向 

平年値における風向は 6 月から 8 月にかけて南寄りの風が卓越し、9 月から 5 月にかけ

ては北寄りの風が卓越している。平年値における風速は 3.3～4.1m/s とほぼ変わらない。 

平成 29 年における季節別及び年間の風配図を図 3.2.1-2 に示す。年間を通した風向の

頻度は北寄りの風が卓越し、月別に見ると 1 月から 3 月及び 10 月から 12 月は北寄りの風

が卓越している。 

 

(3)降水量 

平年値における降水量は 96.2～248.2mm であり、梅雨の時期にかかる 5、6 月及び台風

の時期にかかる 8、9 月は 200mm を超え、降水量が多くなっている。 

表 3.2.1-1 気象の概況(平年値) 

【名護特別地域気象観測所】 

項目 
 

月 

気温(℃) 風向・風速 
降水量合計 

(mm) 平均 日最高 日最低 最多風向 
風速平均 
(m/s) 

1 月 16.3 19.3 13.5 北 3.9 111.4 

2 月 16.5 19.5 13.5 北 3.7 126.3 

3 月 18.4 21.3 15.5 北北東 3.7 153.1 

4 月 21.0 23.9 17.9 北北東 3.5 171.5 

5 月 23.5 26.5 20.8 北北東 3.3 222.4 

6 月 26.7 29.2 24.6 南南西 3.8 244.1 

7 月 28.8 31.8 26.5 南東 3.6 151.3 

8 月 28.6 31.6 26.2 南東 3.6 248.2 

9 月 27.3 30.5 24.8 北北東 3.7 220.9 

10 月 24.8 27.8 22.3 北北東 4.1 150.7 

11 月 21.4 24.4 18.8 北北東 4.0 122.9 

12 月 18.0 21.0 15.1 北北東 3.7 96.2 

出典：「気象庁ホームページ／各種データ・資料／過去の気象データ検索／平年値(年・月ごとの値)(統 

計期間：1981 年～2010 年)」(2018 年 2 月現在) 
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図 3.2.1-1 地域気象観測所位置図 

出典：「地域気象観測所一覧」(平成 29 年 7 月現在、沖縄気象台) 
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図 3.2.1-2 平成 29 年 風配図(月別、年間) 

出典：「沖縄気象台ホームページ/各種データ・資料のページ/過

去の気象データ検索／名護特別地域気象観測所、日最多風

向、日別値」(平成 30 年 2 月 21 日アクセス) 
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2)大気質 

沖縄県内には、平成 27 年度現在、一般環境大気測定局(以下「一般局」という。)8 カ所、

自動車排出ガス測定局(以下「自排局」という。)2 カ所が設置されており、各測定局の測

定状況は表 3.2.1-2 に示すとおりである。 

このうち、対象事業実施区域に近い測定局は、一般局として名護市の北部保健所に設置

されている名護局で(図 3.2.1-3)、名護局では 5 つの測定項目(二酸化硫黄、二酸化窒素、

浮遊粒子状物質、光化学オキシダント、微小粒子状物質)について測定が行われている。 

沖縄県の平成 27 年度は、二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、一酸化炭素、及

び微小粒子状物質については環境基準を達成しているが、光化学オキシダントについては

環境基準を超過している。また、微小粒子状物質については、5 局のうち 1 局で環境基準

値を超過している。 

 

表 3.2.1-2 大気測定局の測定状況(平成 27 年度末現在) 

測定局名称 

所在地 測定項目 

市町村 設置場所 

二
酸
化
硫
黄 

二
酸
化
窒
素 

浮
遊
粒
子
状
物
質 

一
酸
化
炭
素 

光
化
学
オ
キ
シ
ダ
ン
ト 

微
小
粒
子
状
物
質 

一
般
環
境
大
気
測
定
局 

那 覇 那覇市 那覇市保健所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

西 原 西原町 西原町社会福祉センター ○ ○ ○    

与那城 うるま市 桃原公民館 ○ ○ ○  ○  

名 護 名護市 北部保健所 ○ ○ ○  ○ ○

沖 縄 沖縄市 中部福祉保健所 ○ ○ ○  ○ ○

糸 満 糸満市 糸満市願寿館     ○  

平 良 宮古島市 宮古福祉保健所  ○ ○  ○ ○

石 垣 石垣市 八重山福祉保健所 ○  ○  ○ ○

自
動
車
排
出 

ガ
ス
測
定
局 

牧 港 浦添市 (株)琉薬  ○ ○    

松 尾 那覇市 琉球銀行松尾支店  ○  ○   

出典：「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」(平成 29 年 3 月、沖縄県環境部環境政策課) 
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図 3.2.1-3 大気測定局位置図 

出典：「沖縄県環境部環境保全課ホームページ／環境保全課の業務／大気環境班／大気環境／大気

の常時監視」(平成 28 年度末現在) 

3-63



 

(1)二酸化硫黄(SO2) 

平成 23～27 年度における二酸化硫黄の測定結果は表 3.2.1-3 に示すとおりであり、名

護局で長期的評価における日平均値の 2％除外値は、いずれの年も環境基準(0.04ppm 以下)

を満足している。 

 

表 3.2.1-3 二酸化硫黄の経年変化(平成 23～27 年度) 

測定年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

年平均値

(ppm) 
0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 

2％除外値

(ppm) 
0.002 0.001 0.001 0.003 0.001 

出典：「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」(平成 29 年 3 月、沖縄県環境部環境政策課) 

 

(2)二酸化窒素(NO2) 

平成 23～27 年度における二酸化窒素の測定結果は表 3.2.1-4 に示すとおりであり、名

護局で日平均値の年間 98%値は、いずれの年も環境基準(0.04～0.06ppm のゾーン内または

それ以下)を満足している。 

 

表 3.2.1-4 二酸化窒素の経年変化(平成 23～27 年度) 

測定年度 平成 23年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

年平均値(ppm) 0.004 (0.003) 0.003 0.003 0.003 

年間 98％値(ppm) 0.009 (0.007) 0.007 0.008 0.008 

注)( )は測定時間が 6,000 時間未満を示す。 

出典：「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」(平成 29 年 3 月、沖縄県環境部環境政策課) 

 

(3)浮遊粒子状物質(SPM) 

平成 24～27 年度における浮遊粒子状物質の測定結果は表 3.2.1-5 に示すとおりであり、

名護局で長期的評価における日平均値の 2%除外値は、いずれの年も環境基準(0.10mg/m3以

下)を満足している。 

 

表 3.2.1-5 浮遊粒子状物質測定結果(平成 23～27 年度) 

測定年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

年平均値 

(㎎/m3) 
－ 0.020 0.018 0.019 0.017 

2％除外値 

(㎎/m3) 
－ 0.049 0.039 0.043 0.032 

注)－は欠測を示す。 

出典：「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」(平成 29 年 3 月、沖縄県環境部環境政策課) 
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(4)光化学オキシダント(Ox) 

平成 23～27 年度における光化学オキシダントの測定結果は表 3.2.1-6 に示すとおりで

あり、各年度の名護局における昼間の 1 時間値が環境基準(0.06ppm 以下)を超えた日が 15

～33 日ある。大気の汚染に係る環境基準の超過の一因として、大陸からの移流による影響

が指摘されている。 

表 3.2.1-6 光化学オキシダント測定結果(平成 23～27 年度) 

測定年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

昼間の 1 時間値の 

年平均値(ppm) 
0.026 0.035 0.031 0.035 0.031 

昼間の 1 時間値が

0.06ppm を超えた日数 
17 16 17 33 15 

出典：「平成 24 年度沖縄県環境白書(平成 23 年度報告)」～「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度 

報告)」(平成 25 年～平成 29 年、沖縄県環境部環境政策課) 

 

(5)微小粒子状物質(PM2.5) 

平成 26、27 年度における微小粒子状物質の測定結果は表 3.2.1-7 に示すとおりであり、

名護局では平成 26、27 年度は、環境基準(年平均値：15μg/m3 以下、1 日平均値：35μg/m3

以下)を満足している。 

 

表 3.2.1-7 微小粒子状物質測定結果(平成 26～27 年度) 

測定年度 

年平均値(μg/m3) 日平均値の年間 

98％値(μg/m3) 

環境基準の 

総合評価 

測定結果 環境基準 測定結果 環境基準 

平成 26 年度 11.4 
15 

34.5 
35 

達成 

平成 27 年度 10.3 24.0 達成 

出典：「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」(平成 29 年 3 月、沖縄県環境部環境政策課) 

 

(6)ダイオキシン類 

対象事業実施区域周辺における大気中のダイオキシン類の測定については、沖縄県によ

り沖縄県北部合同庁舎(名護市大南)にて測定が行われている。測定結果を表 3.2.1-8 に示

す。 

これによると、平成 23～27年度の年平均値は 0.0052～0.011pg-TEQ/m3の範囲内にあり、

大気環境基準(年間平均値 0.6pg-TEQ/m3 以下)を満足している。 

表 3.2.1-8 ダイオキシン類測定結果(大気)平成 23～27 年度 

測定年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

年平均値(pg-TEQ/m3) 0.0052 0.0110 0.0047 0.0110 0.0092 

出典：「平成 23 年度 ダイオキシン類に係る環境調査結果」～「平成 27 年度 ダイオキシン類に係る環 

境調査結果」(2013～2017 年、環境省) 
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(7)ばい煙・粉じん発生施設 

大気の汚染に係る環境基準の維持達成を目的として、大気汚染の原因物質を排出する施

設に対し、大気汚染防止法及び沖縄県生活環境保全条例に基づいて、ばい煙発生施設及び

粉じん発生施設について届出を義務づけ、排出基準、構造等に関する基準を遵守させるな

どの規制をしている。 

名護市及び本部町におけるばい煙・粉じん発生施設の設置状況を表 3.2.1-9 に示す。 

名護市における法律に基づくばい煙発生施設は、事業所 70 箇所、施設 106 箇所、一般

粉じん発生施設は事業所 30 箇所、施設 137 箇所であった。また、県の条例に基づくばい煙

発生施設は、事業所 17 箇所、施設 24 箇所、粉じん発生施設は事業所 13 箇所、施設 15 箇

所であった。 

本部町における法律に基づくばい煙発生施設は、事業所 14 箇所、施設 27 箇所、一般粉

じん発生施設は事業所 9 箇所、施設 20 箇所であった。また、県の条例に基づくばい煙発生

施設は事業所 6 箇所、施設 7 箇所、粉じん発生施設は 0 箇所であった。 

また、平成 27 年度における大気汚染による苦情件数は、名護市では 1 件、本部町では 0

件であった「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」(平成 29 年 3 月、沖縄県環

境部環境政策課)。 

 

 

表 3.2.1-9 ばい煙・粉じん発生施設設置状況 

平成 28 年 3 月末現在 

 法律 県条例 

ばい煙発生施設 一般粉じん発生施設
ばい煙 

発生施設
粉じん発生施設 

大気汚染防止法 
電気ガス

事業法

 

合 

計 

大気汚染防止法

 

合 

計 

 

ボ
イ
ラ
ー 

 

廃
棄
物
焼
却
炉 

 

合 

計 

 

堆 

積 

場 

 

ベ
ル
ト
コ
ン
ベ
ア･

バ
ケ
ッ
ト
コ
ン
ベ
ア 

 
(

鉱
物､

土
石､

セ
メ
ン
ト)

 

 

破 

砕 

機
・
摩 

砕 

機 
(

鉱
物､

岩
石､
 

セ
メ
ン
ト
の
用
に
供
す
る
も
の)

 

 

合 

計 

ボ
イ
ラ
ー 

焼 

成 

炉 

乾 

燥 

炉 

廃
棄
物
焼
却
炉 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
機
関 

電
気
工
作
物 

ガ
ス
工
作
物 

堆 

積 

場 

ベ
ル
ト
コ
ン
ベ
ア･

バ
ケ
ッ
ト
コ
ン
ベ
ア

摩 

砕 

機 

ふ 

る 

い 

名
護
市 

事業所 28 1 1 1  37 2 70 13 6 7 4 30 16 1 17 6 5 2 13

施 設 49 2 2 2  49 2 106 19 98 15 5 137 23 1 24 8 5 2 15

本
部
町 

事業所 7  1 1 1 4  14 3 3 2 1 9 6  6    0

施 設 14  2 4 1 6  27 3 8 6 3 20 7  7    0

出典：「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」(平成 29 年 3 月、沖縄県環境部環境政策課) 
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3)騒 音 

名護市及び本部町では、環境基本法に基づき騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地

域を指定している。また、騒音規制法に基づき特定施設及び特定建設作業に伴って発生す

る騒音について、規制地域及び規制基準を定めている。対象事業実施区域は騒音に係る環

境基準の類型に当てはまる地域ではなく、また、騒音規制法に基づく規制地域でもない。 

騒音規制法に基づく特定施設は、平成 27 年度末で沖縄県内において 2,769 件の届出が

あった。そのうち、名護市での届出件数は 6 件、本部町での届出件数は 0 件であった。 

騒音規制法に基づく特定建設作業については、平成 27 年度末で沖縄県内において 273

件の届出があった。そのうち、名護市においては 2 件、本部町で 1 件の届出があった(表

3.2.1-10 参照)。 

また、平成 27 年度における騒音による苦情件数は、名護市では 3 件、本部町では 0 件

であった「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」(平成 29 年 3 月、沖縄県環境

部環境政策課)。 

 

表 3.2.1-10 騒音規制法に基づく届出件数(平成 27 年度末現在) 

 沖縄県 名護市 本部町 

特定施設届出件数 2,769 6 0 

特定建設作業届出件数 273 2 1 

出典：「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」(平成 29 年 3 月、沖縄県環境部環境政策課) 

 

沖縄県や沖縄県内の市町村では、自動車交通騒音の測定を実施している。対象事業実施

区域周辺の自動車交通騒音測定結果を表 3.2.1-11 に示す。 

名護市内における国道 58 号線の為又～伊佐川区間及び東江～宮里区間は昼間・夜間と

もに環境基準達成率は 100％となっている。 

 

表 3.2.1-11 自動車交通騒音測定結果(平成 23 年度) 

路
線
名 

評
価
区
間 

地
点
住
所 

測
定
地
点
の 

等
価
騒
音
レ
ベ
ル 

(

dB)
 

騒
音
測
定
年
度 

環境基準達成戸数(戸)・環境基準達成確率(％) 

評
価
対
象 

住
居
等
戸
数

 

昼間･夜間

とも基準値

以下 

 

昼間のみ 

基準値超過

 

夜間のみ 

基準値超過

 

昼間・夜間

とも基準値

超過 

昼間 夜間 (戸) (戸) (％) (戸) (％) (戸) (％) (戸) (％)

国道 

58号 

名護市字為又

～字伊差川 

名護市 

伊差川 
55 47 H18 179 179 100 0 0.0 0 0.0 0 0.0

国道 

58号 

名護市字宮里

～字為又 

－ 
67 60 - 261 259 99.2 0 0.0 2 0.8 0 0.0

国道 

58号 

名護市字東江

～名護市宮里 

名護市 

宮里 4丁目
67 60 H21 378 378 100 0 0.0 0 0.0 0 0.0

出典：「平成 24 年度沖縄県環境白書(平成 23 年度報告)」(平成 25 年 2 月、沖縄県環境部環境政策課) 
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4)振 動 

名護市及び本部町では、振動規制法に基づき特定施設及び特定建設作業に伴って発生す

る振動について、規制地域及び規制基準を定めている。対象事業実施区域は振動規制法に

基づく規制地域ではない。 

振動規制法に基づく特定施設は、平成 27 年度末で沖縄県内において 700 件の届出があ

った。そのうち、名護市での届出件数は 4 件、本部町での届出件数は 0 件であった。振動

規制法に基づく特定建設作業は、平成27年度末で沖縄県内において334件の届出があった。

そのうち、名護市での届出件数は 6 件、本部町での届出件数は 1 件であった(表 3.2.1-12

参照)。なお、沖縄県内では振動に関する定期定点調査は実施されていない。 

また、平成 27 年度における振動による苦情件数は、名護市、本部町ともに 0 件であっ

た「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」(平成 29 年 3 月、沖縄県環境部環境

政策課)。 

 

表 3.2.1-12 振動規制法に基づく届出件数(平成 27 年度末現在) 

 沖縄県 名護市 本部町 

特定施設届出件数 700 4 0 

特定建設作業届出件数 334 6 1 

出典：「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」(平成 29 年 3 月、沖縄県環境部環境政策課) 

 

5)悪 臭 

名護市及び本部町では、悪臭防止法に基づき工場その他事業場における事業活動に伴っ

て発生する特定悪臭物質について、規制地域及び規制基準を定めている。ただし、対象事

業実施区域周辺は悪臭防止法に基づく規制地域ではない。また、平成 27 年度における悪臭

による苦情件数は、名護市では 15 件、本部町では 0 件であった(表 3.2.1-13 参照)。 

 

表 3.2.1-13 悪臭による苦情件数(平成 27 年度) 

 名護市 本部町 

悪臭による苦情件数 15 0 

出典：「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」(平成 29 年 3 月、沖縄県環境部環境政策課) 
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3.2.2 水環境 

1)水象 

名護市及び本部町における主要な河川を表 3.2.2-1 及び図 3.2.2-1 に示す。 

名護市を流れる河川は、嘉津宇岳･八重岳の山系と名護岳･多野岳や久志岳･辺野古岳な

どの脊梁山系を源として発達しており、87 の小中河川が太平洋及び東シナ海へ注いでいる。

周辺に比較的高い山があるため、川の勾配がきつく、上流に滝があること、また、中南部

の河川に比べ、水系の発達が見られ支流の数も多いことが特徴として挙げられる。名護市

を流れる河川のうち、14 河川が沖縄県の管理する 2 級河川であり、6 河川が準用河川とな

っている｡ 

本部町を流れる河川は、八重岳や乙羽岳を中心とした山系を源として発達し、29 の小中

河川が東シナ海へ注いでいる。本部町を流れる河川のうち、2 河川が沖縄県の管理する 2

級河川であり、1 河川が準用河川となっている｡ 

なお、対象事業実施区域周辺には二級河川や準用河川は見られない。 

 

表 3.2.2-1 名護市及び本部町の主要河川一覧 

指定状況 地域 水系名 河川名 指定延長(m) 流域面積(km2)

二級河川 名護市 真謝川 真謝川 1,800 5.34

轟川 轟川 1,000 3.63

幸地川 幸地川 1,900 4.2

屋部川 

 

西屋部川 1,900 8.51

屋部川 3,400 20.56

我部祖河川 我部祖河川 3,700 13.66

羽地大川 

 

 

羽地大川 12,600 14.79

カジラ又川 1,200 1.42

マタキナ川 1,500 1.27

真喜屋大川 真喜屋大川 3,500 5.0

源河川 源河川 13,500 19.96

汀間川 汀間川 4,000 12.65

本部町 満名川 満名川 4,000 12.37

大井川 大井川 8,000 22.9

準用河川 

名護市 

世富慶川 世富慶川 1,700 3.4

屋部川  東屋部川 1,500 -

為又川 1,050 -

寄合川 600 -

西屋部川 3,750 -

本部町 満名川 伊野波川 1,000 -

出典：「二級河川指定一覧表(北部管内)(平成 25 年 4 月 1 日現在)」(沖縄県土木建築部河川課) 
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図 3.2.2-1 主要河川位置図(名護市、本部町)

出典：「おきなわの川と海 2011」(沖縄県土木建築部河川課・海岸防災課) 
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2)水質 

対象事業実施区域周辺における、水質の公共用水域測定地点を表 3.2.2-2及び図 3.2.2-2

に示す。 

「平成 27 年度水質測定結果(公共用水域及び地下水)」(平成 29 年 7 月、沖縄県環境部

環境保全課)によると、河川では満名川が｢水質汚濁に係る環境基準｣のＡ類型に指定されて

いる。海域では名護湾(部間海岸)が｢水質汚濁に係る環境基準｣のＡ類型に指定されている。 

 

表 3.2.2-2 対象事業実施区域周辺の公共用水域測定地点(水質) 

 河川･海域名 地点統一番号 県地点番号 地点名 類型 注 

水 域 満名川 47-006-01 25 渡久地橋 Ａ 

満名川 47-007-01 26 伊野波川合流点 Ａ 

満名川 47-007-51 27 山川酒屋前 (Ａ) 

海 域 名護湾 47-605-51 39 部瀬名岬 (Ａ) 

名護湾 47-605-01 40 名護海岸 Ａ 

名護湾 47-605-02 41 湾内 Ａ 

名護湾 47-605-03 42 部間海岸 Ａ 

注)「類型」の欄の“( )”が付いていないものは環境基準点で、“( )”付きは補助測定点を表す。 

出典：｢平成 27 年度水質測定結果(公共用水域及び地下水)｣(平成 29 年 7 月、沖縄県環境部環境保全課) 
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図 3.2.2-2 対象事業実施区域周辺の水質測定地点位置図

出典：｢平成 27 年度水質測定結果(公共用水域及び地下水)｣(平成 29 年 7 月、沖縄県環境部環境保

全課) 

｢主要水浴場水質調査結果(平成 29 年度)｣(沖縄県環境部環境保全課ホームページ) 
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(1)河川 

①生活環境項目 

対象事業実施区域周辺河川の公共用水域測定地点における生活環境項目の水質測定結

果を表 3.2.2-3 に示す。 

満名川では、環境基準点(渡久地川、伊野波川合流地点)において、DO、BOD、大腸菌群

数が環境基準値を超過していた。 
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表 3.2.2-3 水質測定結果(河川：生活環境項目) 

県地点番号 地点統一番号 類型 調 査 年 度 水域名 地点名 

25 県ｺｰﾄﾞ 47 水域ｺｰﾄﾞ 006 地点ｺｰﾄﾞ 01 Ａ 2015 満名川 (1) 渡久地橋 

一
般
項
目 

採取月日 4/1 6/2 8/12 11/11 12/9 1/13 

採取時刻 10:45 10:55 11:20 11:25 10:20 11:11 

天候ｺｰﾄﾞ 02 04 02 02 02 04 

気温(℃) 26.0 27.0 30.0 26.0 21.0 15.5 

水温(℃) 28.0 27.9 31.0 24.5 23.0 18.0 

採取位置ｺｰﾄﾞ 01 01 01 01 01 01 

採取水深(m)  0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

生
活
環
境
項
目 

pH 〔6.5 以上 8.5 以下〕 7.6 7.3 7.1 7.3 7.8 7.7 

DO(mg/l) 〔7.5 以上〕 6.6 5.8 4.6 5.2 5.9 7.1 

BOD(mg/l) 〔2 以下〕 1.2 1.3 <0.5 1.7 0.9 1.6 

SS(mg/l) 〔25 以下〕 7 5 14 14 15 10 

大腸菌群数(MPN/100ml) 〔 1,000 以下〕 4.6×103 1.3×104 6.8×103 3.3×103 2.2×103 7.9×103

透視度(cm)  >30 >30 >30 >30 >30 >30 

 
県地点番号 地点統一番号 類型 調 査 年 度 水域名 地点名 

26 県ｺｰﾄﾞ 47 水域ｺｰﾄﾞ 007 地点ｺｰﾄﾞ 01 Ａ 2015 満名川 (2) 伊野波川合流点 

一
般
項
目 

採取月日 4/1 6/2 8/12 11/11 12/9 1/13 

採取時刻 10:30 10:45 11:04 11:10 10:10 10:53 

天候ｺｰﾄﾞ 02 04 02 02 02 04 

気温(℃) 27.9 28.0 32.5 24.9 20.0 16.0 

水温(℃) 26.9 27.0 27.0 22.0 20.5 18.0 

採取位置ｺｰﾄﾞ 01 01 01 01 01 01 

採取水深(m)  0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

生
活
環
境
項
目 

pH 〔6.5以上 8.5以下〕 7.6 7.2 7.6 7.8 7.9 7.8 

DO(mg/l) 〔7.5 以上〕 8.9 7.6 8.4 8.2 7.1 7.8 

BOD(mg/l) 〔2 以下〕 0.8 4.0 <0.5 1.6 0.8 0.8 

SS(mg/l) 〔25 以下〕 <1 <1 <1 1 1 1 

大腸菌群数(MPN/100ml) 〔1,000 以下〕 5.4×104 3.5×104 1.7×104 1.8×104 1.8×104 2.3×103

透視度(cm)  >30 >30 >30 >30 >30 >30 

 

注)〔 〕内の数値は環境基準値を、< は定量下限値未満を示す。   ：環境基準を満たしていない

ことを示す。 

出典：｢平成 27 年度水質測定結果(公共用水域及び地下水)｣(平成 29 年 7 月、沖縄県環境部環境保全課) 

県地点番号 地点統一番号 類型 調 査 年 度 水域名 地点名 

27 県ｺｰﾄﾞ 47 水域ｺｰﾄﾞ 007 地点ｺｰﾄﾞ 51 (Ａ) 2015 満名川 (2) 山川酒屋前 

一
般
項
目 

採取月日 4/1 8/12 12/9 1/13   

採取時刻 10:20 10:45 9:53 10:42   

天候ｺｰﾄﾞ 02 04 02 04   

気温(℃) 27.0 31.5 19.5 15.5   

水温(℃) 26.0 24.0 20.0 18.0   

採取位置ｺｰﾄﾞ 01 01 01 01   

採取水深(m)  0.1 0.1 0.1 0.1   

生
活
環
境
項
目 

pH 〔6.5 以上 8.5 以下〕 7.7 7.7 8.1 8.0   

DO(mg/l) 〔7.5 以上〕 8.3 8.7 8.6 8.9   

BOD(mg/l) 〔2 以下〕 <0.5 1.3 <0.5 0.7   

SS(mg/l) 〔25 以下〕 1 <1 <1 1   

大腸菌群数(MPN/100ml) 〔1,000 以下〕 3.5×104 7.9×103 1.1×104 2.3×103   

透視度(cm)  >30 >30 >30 >30   
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②健康項目 

対象事業実施区域周辺河川の公共用水域測定地点における健康項目の水質測定結果を

表 3.2.2-4 に示す。 

満名川では、健康項目に係る環境基準をすべて達成している。 

 

表 3.2.2-4 水質測定結果(河川：健康項目) 

 

河川名 満名川 

統一地点番号 4700601 4700701

県地点番号 25 26 

採水日 H28.1.13 H28.1.13

分類 項目名 環境基準値 単位 

健
康
項
目 

カドミウム 0.003 mg/L <0.0003 <0.0003

全シアン 検出されないこと mg/L <0.1 <0.1

鉛 0.01 mg/L <0.002 <0.002

六価クロム 0.05 mg/L <0.02 <0.02

砒素 0.01 mg/L <0.002 <0.002

総水銀 0.005 mg/L <0.0005 <0.0005

アルキル水銀 検出されないこと mg/L <0.0005 <0.0005

PCB 検出されないこと mg/L <0.0005 <0.0005

ジクロロメタン 0.02 mg/L <0.0005 <0.0005

四塩化炭素 0.002 mg/L <0.0005 <0.0005

1,2-ジクロロエタン 0.004 mg/L <0.0005 <0.0005

1,1-ジクロロエチレン 0.1 mg/L <0.0005 <0.0005

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04 mg/L <0.0005 <0.0005

1,1,1-トリクロロエタン 1 mg/L <0.0005 <0.0005

1,1,2-トリクロロエタン 0.006 mg/L <0.0005 <0.0005

トリクロロエチレン 0.03 mg/L <0.0005 <0.0005

テトラクロロエチレン 0.01 mg/L <0.0005 <0.0005

1,3-ジクロロプロペン 0.002 mg/L <0.0005 <0.0005

チウラム 0.006 mg/L <0.001 <0.001

シマジン 0.003 mg/L <0.001 <0.001

チオベンカルブ 0.02 mg/L <0.002 <0.002

ベンゼン 0.01 mg/L <0.0005 <0.0005

セレン 0.01 mg/L <0.002 <0.002

硝酸性窒素 - mg/L 0.83 1.1

亜硝酸性窒素 - mg/L <0.05 <0.05

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 mg/L 0.88 1.1

ふっ素 0.8 mg/L 0.12

ほう素 1 mg/L <0.05

1,4-ジオキサン 0.05 mg/L <0.005 <0.005

その他 電気伝導度  - μS/cm 26,600 842

注)< は定量下限値未満を示す。 

出典：｢平成 27 年度水質測定結果(公共用水域及び地下水)｣(平成 29 年 7 月、沖縄県環境部環境保全課) 
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(2)海域 

①生活環境項目 

対象事業実施区域周辺海域の公共用水域測定地点における生活環境項目の水質測定結

果を表 3.2.2-5 に示す。部間海岸では、DO 以外の項目においては海域の A 類型相当を満足

していた。 

表 3.2.2-5 水質測定結果(海域：生活環境項目) 

県地点番号 地点統一番号 類型 調査年度 水域名 地点名 

42 県ｺｰﾄﾞ 47 水域ｺｰﾄﾞ 605 地点ｺｰﾄﾞ 03 A 2015 名護湾 部間海岸 

一
般
項
目 

採取月日 5/20 6/29 9/7 11/24 1/26 2/22 

採取時刻 11:00 11:51 11:36 11:42 11:00 10:46 

気温(℃) 25.0 30.5 24.8 25.5 14.0 20.0 

水温(℃) 25.6 28.8 28.1 24.0 19.0 20.0 

採取水深(m) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

全水深(m) 3.0 0.9 2.1 2.5 2.5 1.7 

透明度 >3.0 >0.9 >2.1 >2.5 >2.5 >1.7 

生
活
環
境
項
目 

pH 〔7.8以上 8.3以下〕 8.1 8.3 8.2 8.2 8.2 8.2 

DO (mg/l) 〔7.5 以上〕 7.3 7.8 7.4 8.7 8.2 9.0 

COD (mg/l) 〔2 以下〕 1.8 1.7 1.8 1.9 1.7 1.6 

大腸菌群数 (MPN/100ml) 〔1,000 以下〕 79 49 49 23 23 33 

n-ﾍｷｻﾝ抽出物質 (mg/l) 〔検出されないこと〕 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 

全窒素 (mg/l)    0.11   0.11 

全燐 (mg/l)    0.006   0.008 

注)〔 〕内の数値は環境基準値を、< は定量下限値未満を示す。   ：環境基準を満たしていない

ことを示す。 

出典：｢平成 27 年度水質測定結果(公共用水域及び地下水)｣(平成 29 年 7 月、沖縄県環境部環境保全課) 

 

②水浴場 

沖縄県では、利用者が年間延べ 1 万人以上の水浴場において主要水浴場の水質状況を調

査しており、対象事業実施区域周辺においてはエメラルドビーチ(本部町)で調査が実施さ

れている。エメラルドビーチと対象事業実施区域との距離は 11km ほどである。エメラルド

ビーチでの水質調査結果を表 3.2.2-6 に示す(位置は図 3.2.2-2 参照)。 

水質の判定結果は AA または A であり、水浴場として「適」と判定されている。 

 

表 3.2.2-6 平成 29 年度主要水浴場水質測定結果(水浴シーズン前、シーズン中) 

エメラル
ドビーチ 

評価項目 参考項目 

判 定 
H28
利用
者数
(万人)

ふん便性 
大腸菌群数

COD 透明度 

油 

膜 

pH 

気 

温 

水 

温 

O
-
1
5
7
 最 

小

最 

大

平 

均

最 

小

最 

大

平 

均

最 

小

最 

大

平 

均

最 

小

最 

大

今 

回

前 

回

シーズン前
(4/20,4/27) 

<2 7 2 0.6 1.6 1.2 >1 >1 >1
な
し 7.9 8.3 23.9 23.6 - A AA

17.6

シーズン中
(7/12,8/12) 

<2 2 <2 1.3 1.7 1.5 >1 >1 >1
な
し 7.5 7.8 33.7 31.6 - AA A 

注)< は定量下限値未満を示す。 

出典：「主要水浴場水質調査結果(平成 29 年度)」(沖縄県環境部環境保全課ホームページ) 
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3)底質 

対象事業実施区域周辺における底質の測定は我部祖河川及び名護海岸(海域)において

実施されている。底質の公共用水域測定地点の概要を表 3.2.2-7 に、調査位置を図 3.2.2-3

に示し、公共用水域における底質測定結果を表 3.2.2-8 に示す。 

測定地点における総水銀と PCB はいずれも暫定除去基準値を達成している。 

 

表 3.2.2-7 対象事業実施区域周辺における公共用水域測定地点(底質) 

河川名･海域名 地点統一番号 県地点番号 地点名 類型 

我部祖河川 47-014-01 47-イ 奈佐田川合流点から上流 100m Ａ 

名護湾 47-605-01 40 名護海岸 Ａ 

出典：｢平成 27 年度水質測定結果(公共用水域及び地下水)｣(平成 29 年 7 月、沖縄県環境部環境保全課) 

 

表 3.2.2-8 対象事業実施区域周辺における公共用水域測定結果(底質) 

河川名・ 

海域名 

採
取
月
日 

乾
燥
減
量 

強
熱
減
量 

C
O
D
 

カ
ド
ミ
ウ
ム 

鉛 シ
ア
ン 
(

注)
 

砒
素 

総
水
銀 

ア
ル
キ
ル
水
銀

P
C
B
 

％ ％ mg/g mg/kg mg/kg mg/kg mg/kg mg/kg mg/kg mg/kg

我部祖河川 H28.1.27 28.1 4.6 6.7 0.12 7.9 <1 5.47 0.06 <0.01 <0.01

名護湾 H27.9.7 30.9 9.9 9.8 0.12 12.2 <1 9.11 0.06 <0.01 <0.01

暫定除去基準 (mg/kg) － － － － － － － 25 － 10 

注)1.六価クロムとシアンは 1 年ごとに交互に測定(平成 27 年度はシアンを測定) 

注)2.< は定量下限値未満を示す。 

出典：｢平成 27 年度水質測定結果(公共用水域及び地下水)｣(平成 29 年 7 月、沖縄県環境部環境保全課) 

 

対象事業実施区域周辺の大小堀川河口では沖縄県により赤土等流出防止海域モニタリ

ング調査が実施されている。SPSS 測定結果を表 3.2.2-9 に、測定地点位置を図 3.2.2-3 に

示す。調査地点では、「明らかに人為的な影響により赤土等堆積がある」と判断される SPSS

ランク 6 以上が確認されている。 
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表 3.2.2-9 対象事業実施区域周辺における SPSS 測定結果(底質) 

海
域
名 

地
点
名 

第 1 回調査 第 2 回調査 第 3 回調査 

調
査
日 

SPSS 調
査
日 

SPSS 調
査
日 

SPSS 

S
P
S
S
 
(
k
g
/
m
3)
 

ラ
ン
ク 

幾
何
平
均(

k
g
/
m
3)
 

ラ
ン
ク 

S
P
S
S
 
(
k
g
/
m
3)
 

ラ
ン
ク 

幾
何
平
均(

k
g
/
m
3)
 

ラ
ン
ク 

S
P
S
S
 
(
k
g
/
m
3)
 

ラ
ン
ク 

幾
何
平
均(

k
g
/
m
3)
 

ラ
ン
ク 

大
小
堀
川 

河
口 

022-1 6/29 117.7 6

63.3 6

11/11 73.6 6

50.4 6

2/10 27.1 5a

23.9 5a022-2 6/29 25.9 5a 11/11 23.1 5a 2/10 12.8 5a

022-3 6/29 83.4 6 11/11 75.1 6 2/10 39.5 5b

出典：平成 27 年度赤土等流出防止海域モニタリング調査委託業務報告書(概要版)」(平成 28 年 3 月、

沖縄県環境部環境保全課) 
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図 3.2.2-3 対象事業実施区域周辺の底質測定地点位置図 

出典：「平成 27 年度赤土等流出防止海域モニタリング調査委託業務報告書(概要版)」(平成 28 年 3

月、沖縄県環境部環境保全課) 
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3.2.3 土壌及び地盤環境 

1)土壌汚染 

沖縄県においては、昭和 50 年度から平成 8 年度まで土壌保全対策事業の一環として、

農用地における土壌の調査を行った結果、基準値以上の重金属類は検出されていない(「平

成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」より)。また、平成 27 年度の土壌汚染によ

る苦情受理件数は、名護市で 1 件、本部町で 0 件であった。 

 

2)地盤沈下 

地盤沈下の原因は主として地下水の過剰な汲み上げにより地層が収縮することによる

とされているが、沖縄県においては、この現象による沈下事例は平成 27 年度現在までのと

ころ認められていない(「平成 28 年度沖縄県環境白書(平成 27 年度報告)」より)。また、

名護市及び本部町における平成 27 年度の地盤沈下による苦情受理件数は 0 件であった。 

 

3)地震による液状化 

「平成 25 年度沖縄県地震被害想定調査報告書」によると、沖縄県の広い範囲で震度 6

弱程度の揺れが想定され、対象事業実施区域前面の沿岸部が「液状化の危険度が極めて高

い」地区であると予測された(図 3.2.3-1 参照)。 
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図 3.2.3-1 液状化危険度分布図

出典：「平成 25 年度 沖縄県地震被害想定調査 報告書」(平成 26 年 3 月、沖縄県知事公室防災危

機管理課) 

      「沖縄県地図情報システムホームページ／平成 25 年度沖縄県地震被害想定調査・液状化危

険度分布図」(沖縄県企画部総合情報政策課) 

3-81



 

3.2.4 地形及び地質 

1)地形 

本部半島地域は、八重岳(453.3m)や嘉津宇岳(448m)をはじめとした険しい山々を有し、

古期石灰岩の影響を受けカルスト地形が見られる。この地域の表層地質は古い時代の地層

で構成されているため、谷が発達し山々の傾斜が大きい。このため、土壌の形成は発達し

ないか、形成されても表土とともに流され、風化土壌は厚みが少ない。特に、石灰岩が分

布する地域では風化物がほとんど現存せず、岩肌がむき出しになっている場合が多い。こ

れは、熱帯カルストの特徴の一つである。また、チャートの分布する地域でも地層の風化

物の形成は少なく、対照的に名護市と今帰仁村の境界付近に分布する湧川層の頁岩地域や

千枚岩地域では風化が進み、厚い風化層を形成している。山地部の西側から南側の裾野に

広がる平坦地では、農地や市街地が形成されている。この平坦地には満名川が流れ、渡久

地で海に注いでいる。 

名護市南東部に広がる脊梁山地部には、多野岳(385m)、名護岳(345m)、辺野古岳(332m)、

久志岳(335m)などの比較的高い山々が連なり、これらは中生代後期～新生代前期の堆積物

である国頭層(名護層、嘉陽層)が作る地形である。局部的には新生代後期の堆積物の国頭

層で構成される段丘面が発達し、特に、東海岸において顕著である。脊梁山地部の構成岩

石である千枚岩や砂岩・頁岩は、沖縄の高温湿潤な気候により化学的風化が著しく、赤土

と呼ばれる泥で構成される、厚い風化層を形成する。逆に物理的風化の産物である砂礫の

形成は顕著ではなく、河原・河川敷のような地形は少ない。 

名護市の我部祖河～振慶名～田井等に広がる平野は、古くから人工的な土地の平坦化が

行われ、水の豊富な地域として稲作が行われてきた。屋我地を加えたこの地域は、地質的

に本部半島の古い時代の岩石と脊梁部を作る国頭層群との間を埋めるように堆積したもの

で、礫層を中心としたなだらかな低い丘陵を形成する。この地域は 1950 年代にパインアッ

プル栽培のため開墾がはじまり、大がかりな赤土流出を引き起こした場所でもある。 
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図 3.2.4-1 地形分類図

 出典：「土地分類図(地形分類図)沖縄県」(昭和 52 年、国土庁土地局) 
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2)地質 

本部半島では、半島中央部に立長層及び与那嶺層の石灰岩を主とし、チャートや千枚岩

質混在岩などを伴う山岳地帯を形成している。名護市街地から羽地にかけての平野部には

礫岩、砂岩、シルト岩などからなる国頭層や呉我層が見られる。また、半島南側沿岸部か

ら屋我地島にかけては礁性石灰岩が分布する。名護市南東部に広がる脊梁山地部には中生

代～新生代初めの固結堆積物を主としている名護層(千枚岩･結晶片岩･緑色岩)､嘉陽層(砂

岩等)が分布している｡主に東海岸側は嘉陽層､西海岸側は名護層に区分される｡また､丘陵

地域､屋我地地域には呉我礫層や国頭礫層が主に分布している｡これら全ての地域には､あ

る高さに段丘をつくる国頭礫層が分布している｡ 
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 図 3.2.4-2 地質図 

出典：「地質図 与論島及び沖縄県」(平成 22 年、独立行政法人産業技術総合研究所 地質調査

総合センター) 
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3)特異な地形・地質 

本部半島の山地部では、典型的な熱帯カルスト景観がみられ、数多くの「円錐丘」が形

成される。これらの円錐丘群は「円錐カルスト」と呼ばれ、本部半島は円錐丘群と不規則

な形をした「容食凹地」群がまとまって分布する世界最北端の地域となっている。また、

本部町の新里や田町原には「石灰岩堤」と呼ばれる石灰岩台地の縁辺に形成された堤防状

の地形が形成されている。 

本部町渡久地の満名川は、「三角江(エスチェアリー)」と呼ばれる海水が内陸部まで進

入するラッパ(三角)状の河口部になっている。また、塩川集落を流れる小川はスーガーと

呼ばれ、海から数百メートル内陸の岩下から海水が湧き出ている外国にもあまり例がない

珍しい川であり、国の天然記念物の指定を受けている。名護市の屋部や喜瀬、汀間、久志

を流れる河川の河口周辺には「堤洲」が形成され、その上に集落が立地している。大浦川

河口では、「マングローブ湿地」が発達し、名護市の天然記念物にも指定されている。 

羽地内海にはいくつもの入り江が見られ、「リアス式海岸」を形成している。瀬底島の

北部には明瞭な「海岸段丘」があり、水納島には「砂丘」が見られる。 

名護市の嘉陽から底仁屋にかけては、古第三紀の嘉陽層の大規模な褶曲が見られ、名護

市指定の天然記念物に指定されている。嘉陽層は砂岩・頁岩の互層からなり、地層の一部

に「横臥褶曲」が見られる。安部崎から安部オール島・ギミ崎にかけては、沖縄島を胴切

りする断層に支配されてできた岬と島であり、地形学的に見て興味深いものである(構造地

形)。この様な断層に支配された直線的な谷として、辺野古の美謝川もある(構造谷、断層

谷)。 
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表 3.2.4-1 名護市及び本部町における特異な地形・地質 

地形・地質名 選定基準注 場  所 

カルスト地形 
(円錐丘・溶食凹地・ポリエ・コックピット) 

ＡＡ 大堂～山里 本部町 

カルスト地形(円錐丘) Ｂ 八重岳一帯 本部町・名護市

石灰岩堤 Ｃ 新里 本部町 

石灰岩堤 Ｂ 田真地原 本部町 

堤洲・砂嘴 Ｂ 屋部 名護市 

堤洲 Ｂ 喜瀬 名護市 

エスチェアリー(三角江) Ｃ 渡久地 本部町 

リアス式海岸 Ａ 羽地 名護市 

円錐丘 Ｂ 喜瀬 名護市 

海岸段丘 Ｂ 瀬底島 本部町 

砂丘 Ｂ 水納島 本部町 

湧水 Ａ 塩川原 本部町 

褶曲・砂泥互層 Ａ 天仁屋 名護市 

構造地形 Ｃ 安部崎～オール島／ギミ崎 名護市 

堤洲(砂洲) Ｂ 汀間 名護市 

マングローブ湿地 Ｃ 大浦川河口 名護市 

構造谷(断層谷) Ｃ 辺野古美謝川 名護市 

堤洲(砂洲) Ｃ 久志 名護市 

横臥褶曲 Ａ 嘉陽～底仁屋 名護市 

注) 選定基準 

ＡＡ：亜熱帯から熱帯地域に特有なもの、特異なもの、あるいは貴重な遺物を包含する重要なもので、

今後とも保護を続けるべききわめて重要な地形・地質 

Ａ ：亜熱帯から熱帯地域に特有なもの、特異なもの、あるいは貴重な遺跡を伴う地形・地質。ただ

し、開発による破壊の恐れあり、緊急に保護を必要とする重要な地形・地質。 

Ｂ ：亜熱帯・熱帯的あるいは特異な地形・地質。ただし、現在重要な地形・地質の破壊が一部に進

行中であるものも含む。 

Ｃ ：亜熱帯・熱帯性の地形・地質で、上記のものに比較するとやや小規模なもの。ただし現在、破

壊がかなり進行している重要な地形・地質も含む。 

出典：「自然環境の保全に関する指針 沖縄島編」 (1998 年、沖縄県環境部自然保護課) 
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4)土砂災害危険箇所 

本部半島地域は谷が発達し山々の傾斜が大きいため、名護市や本部町では土砂災害危険

区域や土砂災害警戒区域等に指定されているが、対象事業実施区域近傍には指定箇所はな

い。 

 

図 3.2.4-3 土砂災害危険箇所位置図

出典：「沖縄県地図情報システムホームページ／土砂災害危険箇所」(平成 30 年 2 月 19 日アクセス、

沖縄県企画部総合情報政策課)
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3.2.5 植物、動物及び生態系 

1)陸域植物 

(1)植 生 

対象事業実施区域周辺の現存植生を図 3.2.5-1 に示す。 

対象事業実施区域は採石場に位置し、主に無植生の造成地となっている。周辺には、路

傍･空地雑草群落やナガミボチョウジ-リュウキュウガキ群落、ハドノキ-ウラジロエノキ群

団(二次林)などが見られる。ナガミボチョウジ-リュウキュウガキ群落は自然度が高い自然

林で、隆起サンゴ礁や泥岩等を基盤にもつ地域に共通の植生である。 

 

(2)特定植物群落等及び巨樹･巨木 

対象事業実施区域の周辺では、特定植物群落や巨樹・巨木が確認されている(注)。 

特定植物群落及び巨樹・巨木の位置図を図 3.2.5-2 に示す。 

特定植物群落については、「嘉津宇岳･安和岳の古生層、石灰岩地植生」と「塩川のカ

ワツルモ」がみられ、巨樹・巨木については、ガジュマルやデイゴなど 8 件が見られる。 

 

注) 特定植物群落：「第 5 回自然環境保全基礎調査 特定植物群落調査」(2000 年、環境省自然環境局 

生物多様性センター） 

巨樹・巨木：「第 6 回自然環境保全基礎調査 巨樹・巨木林調査」(2001 年、環境省自然環境局生 

物多様性センター) 

 

(3)植物相 

名護市教育委員会によりとりまとめられた報告書によると、名護市全域及び嘉津宇岳周

辺において確認された維管束植物は 158 科 819 種である(表 3.2.5-1 参照)。 

このうち、天然記念物やレッドデータブックに記載されている重要な種は 55 科 113 種

である(表 3.2.5-2(1)～(2)参照)。 

 

表 3.2.5-1 名護市全域及び嘉津宇岳周辺において確認された維管束植物の種数 

 確認種数 重要な種の種数 

維管束植物 158 科 819 種 55 科 113 種 

出典：「名護市天然記念物調査シリーズ第 5 集 名護市の自然」(2003 年、名護市教育委員会) 

    「名護市天然記念物調査シリーズ・7 嘉津宇岳」(2009 年、名護市教育委員会) 

    「改訂・沖縄県の絶滅のおそれのある野生生物(レッドデータおきなわ)第 2 版 -菌類編・植物

編-」(2006 年、沖縄県環境部自然保護課) 

「環境省レッドリスト 2017(維管束植物)」(2017 年、環境省) 
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図 3.2.5-1 現存植生図 

 出典：「自然環境保全基礎調査植生調査」(2001 年、環境省自然環境局生物多様性センター) 
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図 3.2.5-2 特定植物群落及び巨樹･巨木の分布図 

出典：「自然環境調査 Web-GIS」(平成 17 年 7 月、環境省自然環境局生物多様性センター 

http://gis.biodic.go.jp/webgis/) 
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表 3.2.5-2(1) 名護市全域及び嘉津宇岳周辺において確認された重要な植物一覧 その 1 

 重要な植物 
重要種カテゴリー 

沖縄県 RDB 環境省 RL 

シダ植物 マツバラン科 マツバラン   準絶滅危惧

イワヒバ科 ツルカタヒバ 準絶滅危惧 準絶滅危惧

ヒカゲノカズラ科 ナンカクラン 絶滅危惧Ⅱ類   

ヒカゲノカズラ科 オニトウゲシバ 絶滅危惧Ⅱ類   

トクサ科 イヌドクサ 絶滅危惧Ⅱ類   

サンショウモ科 アカウキクサ   絶滅危惧 IB 類

デンジソウ科 デンジソウ 情報不足 絶滅危惧Ⅱ類

カニクサ科 カンザシワラビ 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IB 類

ワラビ科 エダウチクジャク   準絶滅危惧

マルバホングウシダ   準絶滅危惧

ヤンバルフモトシダ 準絶滅危惧 準絶滅危惧

ウスバイシカグマ 絶滅危惧 IB 類 準絶滅危惧

マツザカシダ 絶滅危惧Ⅱ類   

カワリバアマクサシダ   絶滅危惧Ⅱ類

シノブ科 ワラビツナギ 絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IA 類

オシダ科 イブダケキノボリシダ 準絶滅危惧 準絶滅危惧

ヒロハミヤマノコギリシダ 絶滅危惧Ⅱ類   

ハンコクシダ 絶滅危惧Ⅱ類 準絶滅危惧

ミゾシダ 絶滅危惧 IB 類   

カレンコウアミシダ 絶滅危惧Ⅱ類   

クシノハシダ 準絶滅危惧   

ミミガタシダ 絶滅危惧Ⅱ類   

チャセンシダ科 ラハオシダ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧 IB 類

シマオオタニワタリ   準絶滅危惧

クルマシダ 絶滅危惧 IB 類   

コウザキシダ 準絶滅危惧   

ウラボシ科  イワヒトデ 準絶滅危惧   

タカウラボシ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧 IB 類

ヒメウラボシ科 ヒメウラボシ 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IB 類

種子植物 
  

裸子植物  ヒノキ科 オキナワハイネズ 絶滅危惧 IB 類   
被子植物 双子葉植物 ドクダミ科 ハンゲショウ 準絶滅危惧   

ブナ科  ウバメガシ 絶滅危惧Ⅱ類   
ウラジロガシ 絶滅危惧Ⅱ類   

ニレ科 ムクノキ 絶滅危惧 IB 類   
イラクサ科 タイワントリアシ   絶滅危惧Ⅱ類

クニガミサンショウヅル 準絶滅危惧 準絶滅危惧
ツチトリモチ科 キイレツチトリモチ 絶滅危惧Ⅱ類   
ウマノスズクサ科 
 

オナガサイシン 絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IA 類
ヒナカンアオイ 絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IA 類

タデ科 ナツノウナギツカミ 準絶滅危惧   
クスノキ科 ニッケイ   準絶滅危惧
ユキノシタ科 リュウキュウコンテリギ   絶滅危惧Ⅱ類

シマカナメモチ   準絶滅危惧
リンボク 絶滅危惧 IB 類   
オキナワウラジロイチゴ 絶滅危惧Ⅱ類   

マメ科  ヤエヤマネムノキ 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IB 類
ヌスビトハギ 絶滅危惧 IA 類   

ミカン科 シマイヌザンショウ 絶滅危惧 IB 類 準絶滅危惧
トウダイグサ科  ヤマアイ 絶滅危惧Ⅱ類   

シラキ 絶滅危惧Ⅱ類   
ニシキギ科  ヒゼンマユミ   絶滅危惧 IB 類

ハリツルマサキ   準絶滅危惧
カエデ科 クスノハカエデ   絶滅危惧Ⅱ類
クロウメモドキ科 ヤエヤマネコノチチ   絶滅危惧Ⅱ類
ツバキ科 クニガミヒサカキ 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IA 類
ミゾハコベ科 ヤンバルミゾハコベ 絶滅危惧 IA 類   
ノボタン科 コバノミヤマノボタン 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類
ミズキ科 リュウキュウハナイカダ   準絶滅危惧
ツツジ科  ケラマツツジ 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧Ⅱ類

タイワンヤマツツジ 絶滅危惧 IB 類   
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表 3.2.5-2(2) 名護市全域及び嘉津宇岳周辺において確認された重要な植物一覧 その 2 

 重要な植物 
重要種カテゴリー 

沖縄県 RDB 環境省 RL 

種子植物 被子植物 双子葉植物 ハイノキ科 ミヤマシロバイ   絶滅危惧Ⅱ類

モクセイ科 オキナワソケイ   絶滅危惧Ⅱ類

ヤナギバモクセイ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧 IB 類

ガガイモ科 キジョラン 絶滅危惧Ⅱ類   

クマツヅラ科 オキナワヤブムラサキ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

シソ科 コナミキ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

ゴマノハグサ科 ハマクワガタ   絶滅危惧Ⅱ類

アカネ科 ヘツカニガキ 絶滅危惧Ⅱ類   

キク科 オキナワギク 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

イズハハコ   絶滅危惧Ⅱ類

単子葉植物
  

トチカガミ科 ミズオオバコ   絶滅危惧Ⅱ類

ホンゴウソウ科 ホンゴウソウ 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧Ⅱ類

イネ科  オオマツバシバ   絶滅危惧 IB 類

オニシバ 絶滅危惧Ⅱ類   

カヤツリグサ科 サコスゲ 絶滅危惧Ⅱ類 準絶滅危惧

アオゴウソ 絶滅危惧 IB 類   

コウボウシバ 絶滅危惧 IB 類   

オキナワヒメナキリ 準絶滅危惧 準絶滅危惧

オニクグ 絶滅危惧Ⅱ類   

ハリイ 絶滅危惧Ⅱ類   

ホタルイ 絶滅危惧 IB 類   

サトイモ科 オキナワテンナンショウ 絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IA 類

ツユクサ科 ホソバツユクサ 準絶滅危惧   

タヌキアヤメ科 タヌキアヤメ 絶滅危惧Ⅱ類   

イグサ科 イ 絶滅危惧 IB 類   

タチコウガイゼキショウ 絶滅危惧Ⅱ類   

ユリ科  オ オシロ ショ ウジ ョ ウバカ マ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

タイワンホトトギス 絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IA 類

ヒ ナ ノ シ ャ ク ジ ョ ウ
科 

ヒナノシャクジョウ 絶滅危惧 IA 類   

シロシャクジョウ 絶滅危惧 IB 類   

ルリシャクジョウ 絶滅危惧 IB 類   

ラン科 タネガシマムヨウラン 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧 IB 類

シコウラン 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IB 類

カツウダケエビネ 絶滅危惧 IA 類   

レンギョウエビネ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

オナガエビネ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

ツルラン 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

アカバシュスラン 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

アキザキナギラン 絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IB 類

ヒメヤツシロラン   絶滅危惧 IB 類

ホザキオサラン 絶滅危惧 IB 類   

エダウチヤガラ 絶滅危惧Ⅱ類   

ハルザキヤツシロラン 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

イモネヤガラ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧 IB 類

タカツルラン 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧 IA 類

トサカメオトラン 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧 IB 類

カゴメラン 絶滅危惧Ⅱ類   

ダイサギソウ 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IB 類

タカサゴサギソウ 準絶滅危惧   

ムカゴソウ   絶滅危惧 IB 類

チケイラン 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

ボウラン 準絶滅危惧 準絶滅危惧

アコウネッタイラン 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧 IB 類

出典：「名護市天然記念物調査シリーズ第 5 集 名護市の自然」(2003 年、名護市教育委員会) 

    「名護市天然記念物調査シリーズ・7 嘉津宇岳」(2009 年、名護市教育委員会) 

      「改訂・沖縄県の絶滅のおそれのある野生生物(レッドデータおきなわ)第 2 版 -菌類編・植物

編-」(2006 年、沖縄県環境部自然保護課) 

「環境省レッドリスト 2017(維管束植物)」(2017 年、環境省)
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2)陸域動物 

名護市教育委員会によりとりまとめられた報告書によると、名護市全域及び嘉津宇岳周

辺において確認された陸域動物は 242 科 835 種である(表 3.2.5-3 参照)。 

このうち、天然記念物やレッドデータブックに記載されている重要な種は 70 科 125 種

である(表 3.2.5-4(1)～(3)参照)。 

内訳を見ると、哺乳類ではネズミ類やコウモリ類など 6 科 10 種が確認され、そのうち

の 6 種が重要種である。確認種には国指定天然記念物であるオキナワトゲネズミや名護市

指定天然記念物であるオキナワコキクガシラコウモリも含まれている。 

鳥類では、留鳥や渡り鳥など 51 科 233 種が確認され、そのうち 61 種が重要な種である。

重要な種のなかには国の特別天然記念物であるノグチゲラをはじめ 8 種の天然記念物が含

まれている。 

両生類・爬虫類では、カメやヘビ、イモリ、カエルなど 16 科 40 種が確認され、そのう

ちの 14 種が重要な種である。重要な種にはリュウキュウヤマガメやイボイモリなど国や県

指定の天然記念物が 5 種含まれている。 

魚類では河口域で確認された魚類も含めて淡水魚類として、41 科 107 種が確認され、そ

のうち 21 種が重要な種である。 

昆虫類では、127 科 442 種が確認され、そのうち 20 種が重要な種である。重要な種には、

県指定天然記念物のフタオチョウとコノハチョウも含まれている。 

オカヤドカリ類については 3 種が確認され、いずれも国指定の天然記念物である。 

 

表 3.2.5-3 名護市全域及び嘉津宇岳周辺において確認された陸域動物の確認状況 

分類群 確認種数 重要な種の種数 

哺 乳 類 6 科 10 種 5 科 6 種

鳥   類 51 科 233 種 31 科 61 種

爬 虫 類 11 科 26 種 6 科 7 種

両 生 類 5 科 14 種 3 科 7 種

魚   類 41 科 107 種 12 科 21 種

昆 虫 類 127 科 442 種 12 科 20 種

オカヤドカリ類 1 科 3 種 1 科 3 種

合 計 242 科 835 種 70 科 125 種

出典：「名護市天然記念物調査シリーズ第 5 集 名護市の自然」(2003 年、名護市教育委員会) 

    「名護市天然記念物調査シリーズ・7 嘉津宇岳」(2009 年、名護市教育委員会) 

    「改訂・沖縄県の絶滅のおそれのある野生生物(レッドデータおきなわ)第 3 版-動物編-」 

(2017 年、沖縄県環境部自然保護課) 

「環境省レッドリスト 2017(哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類)」(2017 年、環境省) 

3-94



表 3.2.5-4(1) 名護市全域及び嘉津宇岳周辺において確認された重要な種一覧 

分
類
群 

目  名 科  名 種  名 

重要種カテゴリー 

天然

記念物

種の

保存法
沖縄県 RDB 環境省 RL 

哺
乳
類 

食虫目 トガリネズミ  ワタセジネズミ   準絶滅危惧 準絶滅危惧

翼手目 オオコウモリ オリイオオコウモリ   準絶滅危惧  

キクガシラコウモリ オ キ ナワ コキ ク ガシ ラ コウ モ リ 名護天  絶滅危惧 IＢ類 絶滅危惧 IB 類

ヒナコウモリ  リュウキュウユビナガコウモリ   絶滅危惧 IＢ類 絶滅危惧 IB 類

齧歯目 ネズミ オキナワトゲネズミ 国天 国内 絶滅危惧 IＡ類 絶滅危惧 IＡ類

ウシ イノシシ リュウキュウイノシシ   絶滅危惧 II 類  
鳥 

類 

カイツブリ カイツブリ カイツブリ   準絶滅危惧  

ミズナギドリ ミズナギドリ オオミズナギドリ   絶滅危惧Ⅱ類  

ペリカン ネッタイチョウ シラオネッタイチョウ   絶滅危惧Ⅱ類  

カツオドリ 

  

カツオドリ   準絶滅危惧  

アカアシカツオドリ   絶滅危惧 IＢ類 絶滅危惧 IB 類

コウノトリ サギ 

  

サンカノゴイ   絶滅危惧 IＢ類 絶滅危惧 IB 類

ヨシゴイ   準絶滅危惧 準絶滅危惧

リュウキュウヨシゴイ   準絶滅危惧  

ミゾゴイ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

チュウサギ   準絶滅危惧 準絶滅危惧

ムラサキサギ   絶滅危惧Ⅱ類  

コウノトリ コウノトリ 特天 国内 絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IA 類

トキ クロツラヘラサギ   絶滅危惧 IＢ類 絶滅危惧 IＢ類

カモ カモ マガン 国天  準絶滅危惧 準絶滅危惧

ヒシクイ 国天  絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

アカツクシガモ    情報不足 

ツクシガモ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

オシドリ   絶滅危惧 IＢ類 情報不足 

トモエガモ    絶滅危惧Ⅱ類

タカ タカ ミサゴ   準絶滅危惧 準絶滅危惧

ハチクマ    準絶滅危惧

サシバ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

ハヤブサ ハヤブサ  国内 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

ツル ミフウズラ ミフウズラ   絶滅危惧Ⅱ類  

クイナ リュウキュウヒクイナ   準絶滅危惧  

ツルクイナ   準絶滅危惧  

チドリ タマシギ タマシギ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

チドリ  シロチドリ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

シギ ハマシギ   準絶滅危惧 準絶滅危惧

ツルシギ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

アカアシシギ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

タカブシギ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

オオソリハシシギ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

ホウロクシギ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

アマミヤマシギ 県天 国内 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧Ⅱ類

オオジシギ   準絶滅危惧 準絶滅危惧

セイタカシギ セイタカシギ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類
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表 3.2.5-4(2) 名護市全域及び嘉津宇岳周辺において確認された重要な種一覧 

分
類
群 

目  名 科  名 種  名 

重要種カテゴリー 

天然

記念物

種の

保存法
沖縄県 RDB 環境省 RL 

鳥 

類 

チドリ カモメ ズグロカモメ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

ベニアジサシ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

エリグロアジサシ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

セグロアジサシ 準絶滅危惧

コアジサシ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

ハト ハト カラスバト 国天 絶滅危惧Ⅱ類 準絶滅危惧

フクロウ フクロウ リュウキュウコノハズク 準絶滅危惧

リュウキュウオオコノハズク 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

リュウキュウアオバズク 準絶滅危惧

ヨタカ ヨタカ ヨタカ 準絶滅危惧

アマツバメ アマツバメ ヒメアマツバメ 準絶滅危惧

ブッポウソウ カワセミ カワセミ 準絶滅危惧

キツツキ キツツキ ノグチゲラ 特天 国内 絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IA 類

リュウキュウコゲラ 準絶滅危惧

スズメ ヤイロチョウ ヤイロチョウ 絶滅危惧 IB 類

サンショウクイ サンショウクイ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

ヒヨドリ シロガシラ 準絶滅危惧

モズ チゴモズ 絶滅危惧 IA 類

アカモズ 絶滅危惧 IB 類

ツグミ アカヒゲ 国天 国内 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

ホントウアカヒゲ 国天 国内 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IB 類

イイジマムシクイ 絶滅危惧Ⅱ類

ヒタキ リュウキュウキビタキ 絶滅危惧 IB 類 情報不足 

シジュウカラ アマミヤマガラ 準絶滅危惧
爬
虫
類 

カメ イシガメ リュウキュウヤマガメ 国天 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧Ⅱ類

有鱗 トカゲモドキ クロイワトカゲモドキ 県天 国内 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

アガマ オキナワキノボリトカゲ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

トカゲ  バーバートカゲ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

オキナワトカゲ 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

ナミヘビ アマミタカチホヘビ 準絶滅危惧 準絶滅危惧

コブラ ハイ 準絶滅危惧 準絶滅危惧
両
生
類 

有尾 イモリ シリケンイモリ 準絶滅危惧 準絶滅危惧

イボイモリ 県天 国内 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

無尾 アマガエル ハロウエルアマガエル 準絶滅危惧

アカガエル リュウキュウアカガエル 絶滅危惧Ⅱ類 準絶滅危惧

ナミエガエル 県天 国内 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IB 類

ハナサキガエル 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧Ⅱ類

ホルストガエル 県天 国内 絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IB 類

魚 

類 

ウナギ ウナギ ニホンウナギ   絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IB 類

コイ コイ ギンブナ（フナ）   絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IA 類

ドジョウ ドジョウ   絶滅危惧 IA 類 準絶滅危惧

サケ アユ リュウキュウアユ   絶滅 (絶滅危惧 IA 類)

タウナギ タウナギ タウナギ   絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IA 類

トゲウオ ヨウジウオ アミメカワヨウジ   絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IB 類

ダツ メダカ ミナミメダカ   絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧Ⅱ類
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表 3.2.5-4(3) 名護市全域及び嘉津宇岳周辺において確認された重要な種一覧 

分
類
群 

目  名 科  名 種  名 

重要種カテゴリー 

天然

記念物

種の

保存法
沖縄県 RDB 環境省 RL 

魚 

類 

スズキ イソギンポ カワギンポ   絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IA 類

カワアナゴ タナゴモドキ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧 IB 類

タメトモハゼ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧 IB 類

ハゼ ミナミヒメミミズハゼ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

トビハゼ   絶滅危惧 IB 類 準絶滅危惧

カエルハゼ   絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IA 類

ルリボウズハゼ    絶滅危惧Ⅱ類

マングローブゴマハゼ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

マサゴハゼ   絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧Ⅱ類

アオバラヨシノボリ   絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IA 類

キバラヨシノボリ   絶滅危惧 IB 類 絶滅危惧 IB 類

フタスジノボリハゼ   準絶滅危惧  

ゴクラクギョ タイワンキンギョ   絶滅危惧 IA 類 絶滅危惧 IA 類

フグ フグ クサフグ   絶滅危惧 IB 類 ※ 

昆
虫
類 

トンボ サナエトンボ オキナワサナエ    準絶滅危惧

オニヤンマ カラスヤンマ   絶滅危惧Ⅱ類  

ヤンマ オキナワサラサヤンマ    準絶滅危惧

トンボ シオカラトンボ   絶滅危惧Ⅱ類  

コフキトンボ   絶滅危惧Ⅱ類  

カマキリ  カマキリ ウスバカマキリ   準絶滅危惧 情報不足 

半翅  マツモムシ オキナワマツモムシ   準絶滅危惧 準絶滅危惧

セミ クロイワゼミ   準絶滅危惧 絶滅危惧Ⅱ類

鱗翅 ジャノメチョウ リュウキュウウラナミジャノメ    準絶滅危惧

タテハチョウ コノハチョウ 県天   準絶滅危惧

フタオチョウ 県天   準絶滅危惧

シジミチョウ イワカワシジミ    準絶滅危惧

ハマヤマトシジミ    絶滅危惧Ⅱ類

シルビアシジミ    絶滅危惧 IB 類

タイワンツバメシジミ   絶滅危惧 IA 類  

リュウキュウウラボシシジミ    準絶滅危惧

鞘翅 ゲンゴロウ コガタノゲンゴロウ    絶滅危惧Ⅱ類

ヒメフチトリゲンゴロウ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類

ミズスマシ ヒメミズスマシ    絶滅危惧 IB 類

ガムシ コガタガムシ   絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類
ヤ
ド
カ
リ
類

十脚 オカヤドカリ オカヤドカリ 国天    

ナキオカヤドカリ 国天    

ムラサキオカヤドカリ 国天    

※：絶滅のおそれのある地域個体群（沖縄島のクサフグ） 

〔天然記念物〕国天：国指定天然記念物 県天：県指定天然記念物 名護天：名護市指定天然記念物 

〔種の保存法〕国内：国内希少野生動植物種 

出典：「名護市天然記念物調査報告 4 名護市の淡水魚類」(1999 年、名護市教育委員会) 

「名護市天然記念物調査シリーズ第 5 集 名護市の自然」(2003 年、名護市教育委員会) 

    「名護市天然記念物調査シリーズ・7 嘉津宇岳」(2009 年、名護市教育委員会) 

    「改訂・沖縄県の絶滅のおそれのある野生生物(レッドデータおきなわ)第 3 版-動物編-」 

(2017 年、沖縄県環境部自然保護課) 

「環境省レッドリスト 2017(哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類)」(2017 年、環境省) 
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3)生態系 

対象事業実施区域は造成地のため大半が無植生であるが、区域の一部や道路脇等に雑草

群落や低木林が見られ、それらを基盤とした生態系が形成されている。対象事業実施区域

周辺の雑草群落や低木林では、チョウやバッタ、甲虫類などの草地や林縁などを利用する

昆虫類が生息し、それらの昆虫類や植物の実などを餌とするネズミ類やオリイオオコウモ

リなどの哺乳類、ヒヨドリやキジバト、メジロなどの鳥類、トカゲ類やヤモリ類などの爬

虫類が生息しているものと考えられる。対象事業実施区域には河川などの水辺は見られな

いが、周辺のくぼ地や集水舛などの水が貯まるような場所ではヒメアマガエルやヌマガエ

ルなどの両生類が繁殖している可能性がある。また、対象事業実施区域は海岸にも近いこ

とから、隣接する海岸林などにはオカヤドカリ類も生息しているものと思われる。 

対象事業実施区域の背後に見られる嘉津宇岳・安和岳に続く森林では、樹林性の哺乳類

や鳥類、両生爬虫類を中心に、天然記念物に指定されている種や絶滅のおそれのある種、

沖縄島固有種なども多く生息する多様性に富んだ生態系が維持されている。嘉津宇岳・安

和岳周辺の森林は渡り鳥の良好な生息環境となっており、季節ごとに多くの渡り鳥が飛来

する場所でもある。 
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3.2.6 景観 

1)景観資源の状況 

対象事業実施区域は、背後に石灰岩からなる嘉津宇岳や八重岳などの 400ｍを超える険

しい山々を有し、前面には名護湾を望むことができる場所に位置し、名護湾を挟んだ対岸

には名護市市街地や名護岳等を望むこともできる。山地やそれに続く丘陵地には自然度の

高い森林が分布している。また、対象事業実施区域周辺には、拝所や御嶽、伝統的建築物

などが点在し、沖縄らしい街並みや南国リゾートを思わせる施設等など人々の生活や活動

に通じた景観資源も見られる。 

名護市や本部町では、景観計画が作成されており、「自然景観」、「歴史文化景観」、

「まちなみ･くらしの景観(集落・市街地景観)」などの景観資源が選定されている。選定さ

れた景観資源の一覧を表 3.2.6-1(1)～(2)に示し、分布図を図 3.2.6-1(1)～(2)に示す。 

選定された景観資源は、「自然景観」が 29 件、「歴史文化景観」が 56 件、「まちなみ･

くらしの景観(集落・市街地景観)」が 84 件である。 

なお、「第 3 回自然環境保全基礎調査」(1989 年、環境省)で抽出された、地形、地質、

自然現象に係る自然景観資源として「海成段丘」が対象事業実施区域周辺に広く分布して

いる。 

 

2)利用及び眺めの状況 

対象事業実施区域は採石場内に位置していることから、区域内での景観利用は確認され

ていない。 

「名護市景観計画」(平成 25 年 3 月、名護市)では、「魅力ある景観を眺める場所」と

して主要な眺望地を選定している。対象事業実施区域周辺における主要眺望地の一覧を表

3.2.6-1 に示し、分布状況を図 3.2.6-1 に示す。対象事業実施区域周辺における主要眺望

地は 38 箇所あり、山地部や丘陵部における高所からの眺望地や海岸線から名護湾や海に沈

む夕陽を望むスポットなどが多く見られる。その他では、街並みや桜並木、水田などを眺

める眺望地などが見られる。 
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表 3.2.6-1(1) 景観資源及び眺望地一覧 

種別 No. 名 称 種別 No. 名 称 

自
然
景
観 

1 森林景観 

歴
史
文
化
景
観 

23 うんさ大湧 

2 農地景観 24 ブウミチャ 

3 八重岳 25 中山の御嶽 

4 嘉津宇岳 26 為又の慰霊塔 

5 古巣岳 27 旧武田製薬のコカ乾燥所跡 

6 安和岳 28 湊村発祥の地 

7 セイタカスズムシソウの大群落 29 伊佐川世端の胸像と顕彰歌碑 

8 カジャナクバンタ 30 伊佐川宮 

9 アダンジ 31 前之宮の御嶽 

10 山入端海岸 32 後の御嶽 

11 鍋久保川の上流 33 千眼寺 

12 西屋部川の上流 34 三中発祥の碑 

13 新波ダム 35 大兼久競馬場跡の碑 

14 東屋部川 36 護郷隊の碑 

15 唐船曲 37 津波屋 

16 屋部・宇茂佐の白浜海岸、うんさ長道  38 津嘉山酒造所 

17 内原ダム 39 護佐喜宮 

18 東屋部川の蛍 40 大東の拝所(具志頭屋･村川･クバの下)  

19 金焚森 41 ひんぷん山羊料理店 

20 九年又ダム 42 名護城の御宮 

21 幸地川 43 名護城 

22 名護岳 44 クバヌシタ 

23 銭ヶ森 45 世冨慶のカー 

24 名護湾 46 数久田の拝所 

25 轟の滝 47 許田の手水 

26 黒岩 48 後の御嶽 

27 許田の内海とマングローブ 49 許田のアサギ 

28 真謝川 50 後の御嶽 

29 シラガムイ 51 幸喜のカー 

- 海成段丘 (注) 52 前の御嶽 

歴
史
文
化
景
観 

1 部間権現 53 イシグムイ 

2 部間の拝所 54 喜瀬の御嶽 

3 安和の龍宮神 55 喜瀬ヌルドゥンチ 

4 安和神社 56 喜瀬之子 

5 安和の石橋 

ま
ち
な
み
・
く
ら
し
の
景
観(

集
落
・
市
街
地
景
観) 

1 嘉津宇岳安和岳八重岳自然保護区  

6 安和のくばのうたき 2 水明橋 

7 安和のカー 3 安和のフクギ並木 

8 山入端神社 4 安和小学校のガジュマル 

9 山入端の御嶽 5 シークワーサーの樹園地 

10 スンジャ川 6 勝山の桜並木 

11 旭川のテラガマ坊主川 7 山入端のガジュマル 

12 屋部の御嶽 8 山入端のデイゴ 

13 凌雲院 9 ホテルリゾネックス名護 

14 旧煙草乾燥所 10 市道旭川線 

15 屋部の久護家 11 旭川のガジュマル 

16 渡波屋 12 屋部のフクギ並木 

17 クガニムイ 13 屋部小学校のデイゴ 

18 シリガー 14 屋部川沿いの散歩道 

19 ウィミー 15 21 世紀ハイツのまちなみ 

20 宇茂佐のくばうたき 16 為又のガジュマル 

21 ユヤギ場 17 宮里のサガリバナ 

22 宇茂佐の古島 18 名護中央図書館 

 注)「第 3 回自然環境保全基礎調査」(1989 年、環境省)において自然景観資源として抽出された。 
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表 3.2.6-1(2) 景観資源及び眺望地一覧 

種別 No. 名 称 種別 No. 名 称 

ま
ち
な
み
・
く
ら
し
の
景
観(

集
落
・
市
街
地
景
観) 

19 宮里公園 

ま
ち
な
み
・
く
ら
し
の
景
観 

(

集
落
・
市
街
地
景
観) 

71 三月庭のフクギ 

20 アカギの街路樹 72 沖縄サンコーストホテル 

21 マツの街路樹 73 ＡＪ幸喜リゾートホテル 

22 前之宮のハスノハギリ林 74 喜瀬ビーチパレス 

23 21 世紀の森ビーチ 75 喜瀬ビーチ 

24 21 世紀の森公園 76 ガジュマルの街路樹 

25 名護兼久公園 77 喜瀬のガジュマル 

26 名護市営陸上競技場 78 喜瀬のフクギ並木 

27 国道 58 号沿いのフクギ並木 79 喜瀬の水田 

28 名護市役所 80 喜瀬公園 

29 なぐうら桜街道 81 ブセナリゾート 

30 クワティーサーの街路樹 82 ブセナ海中展望塔 

31 港公民館前のマツ並木 83 ブセナリゾートのビーチ 

32 港橋・下港橋・昭和橋・漁港の橋 84 喜瀬の海岸道路 

33 夫婦デイゴ 

眺 

望 

地(

魅
力
あ
る
景
観
を
眺
め
る
場
所) 

1 ブセナリゾートから望むサンセット 

34 名護小・中学校のナンキンハゼ 2 前の浜海岸から望む名護湾 

35 ナンキンハゼの街路樹 3 名護湾から望む喜瀬の集落 

36 大西トンネル美術館 4 名護湾の夕陽 

37 大中緑地  5 喜瀬の高台からの眺望 

38 県立農業大学のガジュマル 6 喜瀬公園から望む名護湾 

39 名護市Ｂ＆Ｇ海洋センタープール 7 喜瀬海岸から望む漁港 

40 産業支援センター 8 ゴルフ場から望む名護湾 

41 新公設市場 9 国道 58 号から望む名護湾の夕陽 

42 国道 58 号沿いのウォーキングルート 10 轟の滝の上から望む数久田集落・名護湾・嘉津宇岳 

43 名護漁港 11 名護湾に沈む夕陽 

44 イケラ川沿いの鉢花 12 県道 18 号線から望む市街地 

45 大東のクハノハエノキ 13 幸地区から望む銭ヶ森 

46 ハープメーのデイゴ 14 ガンジュー広場からの眺望 

47 アパヌクのガジュマル 15 展望カフェからの眺望 

48 ひんぷんガジュマル 16 海側から望む下水処理場 

49 名護番所跡のフクギ群 17 下水処理場裏から望む東江の夜景 

50 オリオンビール名護工場 18 名護城の北口から望む湯費と桜並木 

51 幸地川沿いの散策路 19 名護兼久公園 

52 名護城の御宮」 20 前之宮のハスノハギリ林 

53 名護城公園 21 北部看護学校付近から望む市街地 

54 名護青年の家 22 名桜大学から望む市街地 

55 東江の光文字 23 中山から望む嘉津宇岳 

56 東江のミフクラギ 24 公民館から望む旭川の自然 

57 東江海岸のビーチ 25 名護湾から望む湾曲した国道 449 号 

58 世冨慶のガジュマル 26 海岸道路から望む名護湾 

59 数久田のガジュマル 27 安和小学校川から望むセメント工場の煙突と山並み  

60 長浜原の花卉畑 28 安和の農地と集落の眺望 

61 許田のウバメガシ 29 勝山の山並みの眺望 

62 許田のヤエヤマネムノキ・サキシマスオウノキ 30 三育中学校から望む名護湾 

63 ポンプ場 31 古巣からの眺望 

64 許田漁港 32 嘉津宇岳からの眺望 

65 湖辺底公園 33 安和の旧道からの眺望 

66 ヘリオス酒造 34 安和岳からの眺望 

67 瀬喜田小学校のセンダン 35 八重岳からの眺望 

68 幸喜公民館前のガジュマル 36 安和ロードパーク 

69 根神屋のフクギ 37 国道 449 号沿いの駐車場 

70 幸喜ビーチ 38 美ら海とやんばるの風景街道(国道 449 号)

 出典：「名護市景観計画」(平成 25 年 3 月、名護市)、「本部町景観計画」(平成 23 年 3 月、本部町) 

    「公共関与による産業廃棄物最終処分場に関する事業配慮書」(平成 19 年 1 月、沖縄県文化環

境部環境整備課) 

    「第 3 回自然環境保全基礎調査」(1989 年、環境省) 
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図 3.2.6-1(1) 景観資源及び眺望地の分布図-その 1 

出典：「名護市景観計画」(平成 25 年 3 月、名護市) 

「本部町景観計画」(平成 23 年 3 月、本部町) 

    「公共関与による産業廃棄物最終処分場に関する事業配慮書」(平成 19 年 1 月、沖縄県文化環

境部環境整備課) 

    「第 3 回自然環境保全基礎調査」(1989 年、環境省) 
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